
５． 
日本語教育・外国人児童生徒等への 

教育等の充実 
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現
状
・課
題

2,
12
0百
万
円

令
和
7年
度
要
求
・要
望
額

）
1,
58
3百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

事
業
内
容

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
活
動
目
標
）

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

中
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

⾧
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・地
域
日
本
語
教
育
の
全
国
展
開

・日
本
語
教
育
の
人
材
の
質
を
高
め
る
取
組
の
展
開

日
本
語
学
習
者
の
増

（
日
本
語
教
育
環
境
の
整
備
）

・日
本
語
教
育
の
質
の
維
持
及
び
向
上

・外
国
人
との
共
生
社
会
へ
の
寄
与

外
国
人
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育
の
推
進

我
が
国
の
在
留
外
国
人
は
令
和
５
年
末
で
約
34
1万
人
。
過
去
30
年
で
約
2.
58
倍
に
増
加
し
、
日
本
語
学
習
者
も
令
和

元
年
で
約
27
万
人
で
あ
る
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
の
入
国
規
制
等
で
在
留
外
国
人
数
の
伸
び
は
鈍
化
し
た
が
、

令
和
4年
度
か
ら
回
復
傾
向
に
あ
る
こ
とか
ら
、
以
後
、
外
国
人
労
働
者
や
留
学
生
数
は
拡
大
す
る
見
込
み
。

政
府
とし
て
、
外
国
人
等
との
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
、
「外
国
人
材
の
受
入
れ
・共
生
の
た
め
の
総
合
的
対
応
策
」（
令

和
６
年
度
改
訂
）
、
円
滑
な
コ
ミュ
ニ
ケ
ー
シ
ョン
が
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
た
め
の
「日
本
語
教
育
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」

（
令
和
元
年
６
月
施
行
）
、
「日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
」（
令
和
６
年
４
月
施
行
）
に
よ
る
日
本
語
教
育
機
関
の
認

定
制
度
や
登
録
日
本
語
教
員
の
資
格
制
度
の
創
設
等
を
踏
ま
え
、
日
本
語
教
育
の
環
境
整
備
を
計
画
的
に
推
進
。

日
本
語
教
育
の
全
国
展
開
・

学
習
機
会
の
確
保
が
必
要

１ ２

①
外
国
人
材
の
受
入
れ
・
共
生
の
た
め

の
地
域
日
本
語
教
育
の
推
進
(拡
充
)

○
地
域
日
本
語
教
育
の
中
核
を
担
う
都
道
府

県
・
政
令
指
定
都
市
が
、
市
区
町
村
や
関

係
機
関
と
連
携
し
教
育
環
境
を
強
化
す
る

た
め
の
総
合
的
な
体
制
づ
く
り
を
支
援
。

○
令
和
７
年
度
に
は
60
自
治
体
（
全
体
の
約

９
割
）
ま
で
支
援
。
B1
レ
ベ
ル
の
体
系
的

な
日
本
語
教
育
に
は
補
助
率
を
加
算
。

②
日
本
語
教
室
空
白
地
域
解
消
の

推
進
強
化
（
拡
充
）

○
日
本
語
教
室
空
白
地
域
の
市
区
町
村
に
対

し
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
派
遣
、
日
本
語
教
室

の
開
設
・
安
定
化
に
向
け
て
支
援
。

○
IC
Tを
活
用
し
た
日
本
語
学
習
教
材
の
開

発
・
提
供
。
「
日
本
語
教
育
の
参
照
枠
」

に
基
づ
く
動
画
コ
ン
テ
ン
ツ
や
新
た
な

言
語
を
追
加
開
発
。

③
「
生
活
者
と
し
て
の
外
国
人
」
の

た
め
の
特
定
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た

日
本
語
教
育
事
業

N
PO
法
人
、
公
益
法
人
、
大
学
等
が
行
う
、

広
域
で
共
通
す
る
「
特
定
の
課
題
に
対
す
る

学
習
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
先
進
的
な
取
組
を

創
出
。
（
障
害
を
有
す
る
外
国
人
に
対
す
る

日
本
語
教
育
、
文
化
や
宗
教
上
の
理
由
に
よ

り
学
習
へ
の
ア
ク
セ
ス
が
困
難
な
外
国
人
へ

の
日
本
語
教
育
等
）

⑤
日
本
語
教
育
に
関
す
る
調
査
及
び
調
査
研
究

日
本
語
教
育
を
推
進
す
る
た
め
の
課
題
に
対
応
し
た
調

査
研
究
を
実
施
（
実
態
調
査
、
総
合
的
な
調
査
研
究
）
。

②
資
格
の
整
備
等
に
よ
る
日
本
語
教

育
の
水
準
の
維
持
向
上
（
拡
充
）

日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
の
実
施
に
必
要

な
環
境
整
備
を
図
る
。

•
日
本
語
教
員
試
験
の
実
施

•
日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
ポ
ー
タ
ル
の
運

用
•
現
職
日
本
語
教
師
へ
の
講
習
実
施
（
経

過
措
置
）

条
約
難
民
等
に
対
す
る
日
本
語
教
育

○
条
約
難
民
及
び
第
三
国
定
住
難
民
等
に
対
す
る
日

本
語
教
育
を
実
施
。

○
令
和
５
年
度
入
管
法
改
正
に
よ
り
創
設
さ
れ
た
補

完
的
保
護
対
象
者
に
対
す
る
日
本
語
教
育
を
実
施

（
条
約
難
民
と
同
様
の
支
援
）
。

62
0百
万
円
（
49
5百
万
円
）

17
0百
万
円
（
14
8百
万
円
）

24
百
万
円
（
24
百
万
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万
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24
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万
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）

18
百
万
円
（
17
百
万
円
）
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6百
万
円
（
37
6百
万
円
）

１ ２

日 本 語 教 育 の 全 国

展 開 ・ 学 習 機 会 の

確 保

日 本 語 教 育 の 質 の

向 上 等

④
日
本
語
教
育
機
関
認
定
法
等
の
施
行
事
務
に

必
要
な
経
費
（
拡
充
）

日
本
語
教
育
機
関
の
認
定
、
日
本
語
教
員
の
登
録
、
実

践
研
修
・
養
成
機
関
の
登
録
等
の
円
滑
な
手
続
に
必
要
な

経
費
を
計
上
。

41
百
万
円
（
25
百
万
円
）

日
本
語
学
習
者
の
増

（
日
本
語
教
育
環
境
の
整
備
）

※
合
計
要
求
・要
望
額
に
は
以
下
の
ほ
か
情
報
検
索
コ
ン
テ
ン
ツ
の
運
用
等
10
百
万
円
を
含
む

（
担
当
:
総
合
教
育
政
策
局
日
本
語
教
育
課
）

③
日
本
語
教
師
の
養
成
及
び
現
職
日

本
語
教
師
の
研
修
事
業
（
拡
充
）

日
本
語
教
師
の
養
成
に
必
要
な
「
日
本
語

教
育
人
材
の
養
成
・
研
修
の
在
り
方
に
つ
い

て
（
報
告
）
改
定
版
」
（
平
成
31
年
）
及
び

登
録
日
本
語
教
員
の
資
格
創
設
を
踏
ま
え
、

•
現
職
日
本
語
教
師
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
普
及

•
日
本
語
教
師
養
成
・
研
修
推
進
拠
点
整
備

•
日
本
語
教
師
の
学
び
直
し
・
復
帰
促
進

ア
ッ
プ
デ
ー
ト
研
修

を
実
施
。

25
1百
万
円
（
24
1百
万
円
）

①
認
定
日
本
語
教
育
機
関
活
用
促
進
事

業
（
新
規
）

35
2百
万
円
（
新
規
）

認
定
日
本
語
教
育
機
関
を
中
核
と
し
た
企
業

等
と
の
連
携
体
制
を
構
築
し
、
外
国
人
材
輩
出

と
教
育
投
資
促
進
の
好
循
環
の
モ
デ
ル
を
創
出
。

•
企
業
等
と
の
連
携
に
よ
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開

発
•
教
育
手
法
の
高
度
化

•
教
育
効
果
の
検
証
手
法
の
確
立

•
外
部
資
金
調
達
ス
キ
ー
ム
構
築

等

日
本
語
教
育
の
質
を
維
持
向

上
さ
せ
る
た
め
の
施
策
が
必
要

⑥
「
日
本
語
教
育
の
参
照
枠
」
を
活
用
し
た
教

育
モ
デ
ル
開
発
・
普
及
事
業 11
百
万
円
（
11
百
万
円
）

令
和
３
年
度
に
策
定
さ
れ
た
「
日
本
語
教
育
の
参
照

枠
」
の
活
用
を
促
進
す
る
た
め
、
令
和
４
年
度
か
ら
計
画

的
に
生
活
・
留
学
・
就
労
の
分
野
で
の
教
育
の
内
容
・
方

法
等
の
モ
デ
ル
や
教
材
等
の
開
発
・
普
及
を
実
施
。
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（１）外国人材の受入れ・共生のための地域日本語教育 
推進事業 

 

（前 年 度 予 算 額  ４９４，５４８千円） 

令和７年度要求額  ６２０，４９８千円 

               

１．趣 旨 

この事業は、外国人を日本社会の一員として受け入れる社会包摂を念頭に置き、「生活者

としての外国人」が必要な日本語能力を身に付けられるよう、日本語学習機会の確保を図る

ことを目的とし、地方公共団体が自らの日本語教育環境の強化に向け、関係機関等と有機的

に連携して行う総合的な体制づくり等の事業に要する経費の一部を補助するものである。 

 

２．事業内容 

（１）企画評価会議の実施               5,956 千円（5,932 千円） 

地方公共団体が応募するプログラムの選考を行うとともに、採択となった地方公共

団体が行う事業に対する指導助言を行う。 

（２）地域日本語教育の総合的な体制づくりへの支援   581,315 千円（455,389 千円） 

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和６年度改訂）、「日本語

教育の推進に関する法律」（令和元年法律第 48号。以下「日本語教育推進法」とい

う。）、及び「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための

基本的な方針」（令和２年６月 23日閣議決定。以下「日本語教育の基本方針」とい

う。）を踏まえ、全国的な日本語教育の更なる推進に向け、以下に掲げる地域におけ

る日本語教育の総合的な体制づくり、及び日本語教育事業に対する補助を行う。 

① 広域での総合的な体制づくり 

都道府県・政令指定都市が、関係機関と連携して行う地域日本語教育の環境を強

化するための体制づくりの支援。 

・都道府県・政令指定都市が、域内の市町村と連携し日本語教育を行き渡らせる

ための体制づくりのための取組（域内の計画策定や関係機関との連絡調整、各

地域への指導助言等を行い域内の司令塔機能を担う「総括コーディネータ

ー」、及び地域内の日本語教室への指導・助言を行う「地域日本語教育コーデ

ィネーター」の配置、日本語教育施策の協議、総合調整を行う有識者会議（総

合調整会議）の設置、オンラインによる広域の日本語教育実施体制の構築等）

に対し、その推進を図る観点から、補助を行う（補助率：1/2 を上限）。 
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② 地域の日本語教育水準の維持向上 

都道府県・政令指定都市が整備した体制のもとに、日本語教育人材を活用し、関

係機関と連携して実施する地域日本語教育（ICT の活用、教材作成、研修等を含む）

の支援。  

・域内への普及・啓発のための先導的な日本語教育の実施 

・域内への普及・啓発のための先導的な日本語教育を実施するための経費（教育

プログラムにおける ICT の活用、教材作成、研修等に係る経費を含む）への補

助を行う（補助率：1/2 を上限）。 

なお、外国人が「自立した言語使用者」として生活していく上で必要となる日本

語能力を身に付け、日本語で意思疎通を図り生活できるようにする必要があること

から、以下のような「生活」に関する日本語教育プログラムの提供を目的とした取

組を行う地方公共団体に対しては①②の補助率を最大 2/3 とする。 

 ⅰ「日本語教育の参照枠」に基づく「生活Can do」を参照した質の高い日本語教育 

 ⅱ「地域における日本語教育の在り方について（報告）」で示されるレベル・時 

間数に応じた体系的な日本語教育 

③ 地域における日本語教育の実施への支援 

日本語教育の以下の取組に対し、その推進を図る観点から、国として補助を行う。 

・市町村が、都道府県を始めとする関係機関と連携して行う日本語教育、日本 

語教育の重要性の理解を促進する住民向けセミナー等の広報活動等（間接補

助、補助率:1/2 を上限ただし、②なお以下の取組を実施する市町村については

補助率：2/3 を上限）。 

（３）地域日本語教育の推進の全国展開に向けた連携強化  33,227 千円（33,227 千円） 

日本語教育推進法、日本語教育の基本方針、及び外国人との共生社会の実現に向け

たロードマップを踏まえ、上記取組の優良事例の普及、各地が抱える日本語教育の

様々な課題とその取組状況についての情報を共有・流通し、課題解決のための連携強

化及びネットワーク化を図るための場として、全都道府県・政令指定都市の日本語教

育担当者による日本語教育推進のための連絡会議を全国３地域に分けて開催するとと

もに、補助事業により配置された全実施団体の総括コーディネーターの協議会を開催

する。 

併せて、都道府県・市町村において日本語教育の推進を担当する職員を対象とし

て、日本語教育推進法で明記された地方公共団体の責務遂行のための企画立案能力等

の向上を図る「都道府県・市区町村等日本語教育担当者研修」を開催する。 
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１
．
企
画
評
価
会
議
の
実
施

６
百

万
円

（
前

年
度

６
百

万
円

）
２
．
地
域
日
本
語
教
育
の
総
合
的
な
体
制
づ
くり
推
進
【補
助
】

５
８

１
百

万
円

（
前
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４
５

５
百

万
円
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象
:
都
道
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県
・政
令
指
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数
:
６
０
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（
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７
件
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３
．
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づ
くり
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及
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携
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【委
託
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３
３
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３
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催
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・共
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の

地
域
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語
教
育
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進
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業

背
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題

62
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万
円
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7年
度
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望

額
）

49
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万
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額
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業
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府
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況
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典
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２
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②
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助
率
加
算
【最
大
３
分
の
２
】

▼
地
域
日
本
語
教
育
の
環
境
強
化
の
た
め
の

総
合
的
な
体
制
づ
くり

イ
メ
ー
ジ
図①

配
置

し
て

い
る

、

76
.1

%
(5

1自
治

体
）

②
今

後
、
配

置
す

る
予

定

10
.4

%
(7

自
治

体
）

③
配

置
し

て
い

な
い

10
.4

%
(7

自
治

体
）

未
回

答

3.
0%

(2
自

治
体

)

域
内

の
地

方
公

共
団

体
や

関
係

機
関

と連
携

し
て

行
う、

広
域

で
の

日
本

語
教

育
の

体
制

づ
くり

の
推

進
①

日
本

語
教

育
推

進
施

策
の

協
議

を
行

う
「総

合
調

整
会

議
」設

置
②

地
域

全
体

の
日

本
語

教
育

を
総

括
す

る
「総

括
コ

ー
デ

ィネ
ー

タ
ー

」配
置

③
日

本
語

教
室

へ
の

指
導

・助
言

を
行

う
「地

域
日

本
語

教
育

コ
ー

デ
ィネ

ー
タ

ー
」配

置

市
町

村
が

都
道

府
県

等
の

関
係

機
関

と連
携

し
て

行
う日

本
語

教
育

等
の

取
組

へ
の

支
援

①
域

内
へ

の
ノ
ウ

ハ
ウ

等
の

普
及

・啓
発

の
た

め
の

日
本

語
教

育
の

実
施

（
IC

T
の

活
用

、
教

材
作

成
、
研

修
等

を
含

む
）

②
「生

活
」に

関
す

る
日

本
語

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

提
供

（
以

下
を

含
む

も
の

）
を

目
的

とし
た

取
組

の
開

発
・試

行
ⅰ

「日
本

語
教

育
の

参
照

枠
」に

基
づ

く「
生

活
C
an

do
」を

参
照

し
た

質
の

高
い

日
本

語
教

育
ⅱ

「地
域

に
お

け
る

日
本

語
教

育
の

在
り方

に
つ

い
て

（
報

告
）

」で
示

す
レ

ベ
ル

(B
1）

・時
間

数
(3

50
h以

上
)に

応
じ

た
体

系
的

な
日

本
語

教
育

（
１
）
広
域
で
の
総
合
的
な
体
制
づ
くり

（
２
）
地
域
の
日
本
語
教
育
水
準
の
維
持
向
上

（
３
）
都
道
府
県
等
を
通
じ
た
市
町
村
へ
の
支
援

市
町

村
向

け
間

接
補

助
分

特
別

交
付

税
措

置

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
活
動
目
標
）

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

中
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

⾧
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・都
道

府
県

・政
令

指
定

都
市

に
対

す
る

地
域

日
本

語
教

育
の

総
合

的
な

体
制

づ
くり

推
進

事
業

に
よ

る
支

援
の

実
施

・地
域

日
本

語
教

育
の

総
合

的
な

体
制

づ
くり

推
進

事
業

に
よ

る
各

地
域

で
の

日
本

語
教

育
支

援
体

制
の

整
備

・地
域

日
本

語
教

育
の

総
合

的
な

体
制

づ
くり

推
進

事
業

に
よ

る
日

本
語

教
育

の
機

会
提

供
に

係
る

関
係

機
関

との
連

携
の

強
化

・地
域

日
本

語
教

育
の

総
合

的
な

体
制

づ
くり

推
進

事
業

に
よ

る
日

本
語

教
育

環
境

の
醸

成
と

外
国

人
との

共
生

社
会

に
対

す
る

意
識

の
向

上

①
令

和
元

年
に

「日
本

語
教

育
の

推
進

に
関

す
る

法
律

」が
公

布
・施

行
、
令

和
2年

に
は

そ
れ

に
基

づ
く国

の
基

本
方

針
が

閣
議

決
定

さ
れ

た
。
ま

た
、
「外

国
人

との
共

生
社

会
の

実
現

に
向

け
た

ロ
ー

ド
マ

ップ
」で

は
、
日

本
語

教
育

が
重

点
事

項
とし

て
位

置
付

け
ら

れ
て

い
る

。
さ

ら
に

、
「経

済
財

政
運

営
と改

革
の

基
本

方
針

20
24

」及
び

「成
⾧

戦
略

等
の

フ
ォ
ロ

ー
ア

ップ
」に

「生
活

日
本

語
の

モ
デ

ル
カ

リキ
 ュ

ラ
ム

を
活

用
し

た
地

域
の

日
本

語
教

育
や

（
中

略
）

体
制

整
備

、
オ

ン
ラ

イ
ン

に
よ

る
学

習
機

会
の

確
保

等
に

取
り組

む
」と

い
った
地
域
の
日
本
語
教
育
の
体
制
づ
くり
が
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る

。
②

都
道

府
県

・政
令

指
定

都
市

対
象

の
調

査
に

よ
る

とコ
ー

デ
ィネ

ー
タ

ー
の

配
置

や
日

本
語

教
育

の
機

会
提

供
が

進
む

中
、
必
要
な
専
門
人
材
（
日
本
語
教

師
、
学
習
支
援
者
）
の
不
足

や
、
学
習
者
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
質
の
高
い
日
本
語
教
育
の
実
施
が
十
分
で
な
い

な
どの

課
題

が
あ

る
。

③
文

化
審

議
会

国
語

分
科

会
で

は
、
令

和
３

年
度

に
「日

本
語

教
育

の
参

照
枠

」を
策

定
し

、
「地

域
に

お
け

る
日

本
語

教
育

の
在

り方
に

つ
い

て
（

報
告

）
」

（
令

和
４

年
11

月
）

で
は

、
今

後
の

地
方

公
共

団
体

等
に

お
け

る
日

本
語

教
育

の
方

向
性

や
、
言

語
を

使
って

で
き

る
こ

とを
提

示
す

る
「生

活
C
an

 d
o」

の
概

念
が

示
さ

れ
た

。
こ

れ
ら

の
体

系
的

な
日

本
語

教
育

を
地

域
に

普
及

す
る

こ
とに

よ
る
教
育
の
質
の
維
持
向
上
が
求
め
ら
れ
て
い
る

。
※

令
和

６
年

４
月

に
「生

活
」に

関
す

る
教

育
を

行
う
機

関
も

対
象

とし
た

「日
本

語
教

育
の

適
正

か
つ

確
実

な
実

施
を

図
る

た
め

の
日

本
語

教
育

機
関

の
認

定
等

に
関

す
る

法
律

」が
施

行

地
域

日
本

語
教

育
コ

ー
デ

ィネ
ー

タ
ー

日
本

語
教

室
・
・
・

日
本

語
教

室

地
域

日
本

語
教

育
コ

ー
デ

ィネ
ー

タ
ー

日
本

語
教

室
・
・
・

日
本

語
教

室

地
域

A

地
域

B

連
携

・協
力

（
担

当
:

総
合

教
育

政
策

局
日

本
語

教
育

課
）

取
組

例
:

・域
内

の
市

町
村

との
連

携
に

よ
る

日
本

語
教

育
実

施
体

制
の

検
討

・オ
ン

ラ
イ

ン
に

よ
る

広
域

の
日

本
語

教
育

実
施

体
制

の
検

討
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（２）認定日本語教育機関活用促進事業

（ 新 規 ） 

令和７年度要求額 ３５１，６１２千円 

１．趣 旨 

我が国に在留する外国人の急激な増加や日本語学習のニーズ多様化を背景に、日本語教

育の環境整備が喫緊の課題となっていることを踏まえ、「日本語教育の適正かつ確実な実施

を図るための日本語教育機関の認定等に関する法律」（令和５年法律第 41号。以下「日本

語教育機関認定法」という。）により、一定の要件を満たす日本語教育機関を認定する制度

が創設された。 

日本語教育機関認定法に基づいて認定を受けた認定日本語教育機関を活用し、多様なニ

ーズに応じた質の高い日本語教育が提供されるようにするため、認定日本語教育機関を中

核とした企業等との連携体制を構築し、外国人材の輩出と教育投資の促進の好循環モデル

を創出する。 

２．事業内容 

企業等が求める日本語能力を身に付けた外国人材の輩出と教育投資の促進の好循環モデ

ル創出に向けて、全体統括機関がコーディネートを行い、認定日本語教育機関を中核とし

た企業や自治体、大学・専門学校等との連携体制を構築し、質の高い日本語教育の提供や

日本語教員の給与水準の改善等を自律的に実現するためのスキームを確立する。 
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認
定
日
本
語
教
育
機
関
活
用
促
進
事
業

背
景
・課
題

事
業
概
要

•
企
業
等
が
求
め
る
日
本
語
能
力
を
身
に
付
け
た
外
国
人
材
の
輩
出
と
教
育
投
資
の
促
進
の
好
循
環
創
出
に
向
け
て
、
全
体
統
括
機
関
が
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
を
行
い
、
認
定

日
本
語
教
育
機
関
を
中
核
と
し
た
企
業
や
自
治
体
、
大
学
・
専
門
学
校
等
と
の
連
携
体
制
を
構
築
し
、
質
の
高
い
日
本
語
教
育
の
提
供
や
日
本
語
教
員
の
給
与
水
準
の
改

善
等
を
自
律
的
に
実
現
す
る
た
め
の
ス
キ
ー
ム
を
確
立
。

•
令
和
10
年
度
ま
で
の
経
過
措
置
期
間
を
集
中
強
化
期
間
と
し
て
位
置
づ
け
、
日
本
語
教
育
機
関
を
活
用
す
る
モ
デ
ル
を
創
出
。

【
事
業
ス
キ
ー
ム
】

￮
期

間
:
５
年
間

￮
委
託
先
:
民
間
事
業
者

（
全
体
統
括
機
関
か
ら
認
定
日
本
語
教
育
機
関
へ
一
部
再
委
託
）

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
活
動
目
標
）

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

中
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

⾧
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

•
質
の
高
い
教
育
の
た
め
の
体
制
構
築
・環
境

整
備

•
質
の
高
い
教
育
に
係
る
定
量
的
な
分
析

•
質
の
高
い
認
定
日
本
語
教
育
機
関

の
モ
デ
ル
の
提
示

•
日
本
語
教
員
の
処
遇
改
善

•
質
の
高
い
認
定
日
本
語
教
育
機

関
の
増
加

•
修
了
後
の
出
口
保
証

•
優
れ
た
留
学
生
の
確
保

•
質
の
高
い
労
働
者
の
確
保

•
共
生
社
会
の
実
現

（
出
典
）
１
:
出
入
国
在
留
管
理
庁
、
２
:
外
国
人
留
学
生
進
路
状
況
調
査
（
（
独
）
日
本
学
生
支
援
機
構
）

35
2百
万
円

令
和
７
年
度
要
求
・要
望
額

）
（
新
規

（
担
当
:
総
合
教
育
政
策
局
日
本
語
教
育
課
）

＜
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
20
24
＞ （
令
和
６
年
６
月
21
日
閣
議
決
定
）

（
外
国
人
材
の
受
入
れ
）

「
外
国
人
材
の
受
入
れ
・
共
生
の
た
め
の
総
合
的
対
応
策
」
等
に
基
づ
き
、

（
中
略
）
認
定
日
本
語
教
育
機
関
の
体
制
整
備
・
活
用
、
生
活
日
本
語
の
モ
デ

ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
活
用
し
た
地
域
の
日
本
語
教
育
や
外
国
人
児
童
生
徒
の

教
育
の
体
制
整
備
、
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
学
習
機
会
の
確
保
等
に
取
り
組
む
。

・ 外 国 人 の 就 労 機 会 の 充 実

・ 地 域 経 済 の 活 性 化

連
携
体
制
構
築

認
定
日
本
語

教
育
機
関

企
業
、
自
治
体
、

大
学
・専
門
学
校
等

教
育
投
資

人
材
の
輩
出

全
体
統
括
機
関

認
定
日
本
語
教
育
機
関
と
連
携
機
関
の
取
組
を
ハ
ン
ズ
オ
ン
支
援


認
定
日
本
語
教
育
機
関
を
中
核
と
し
た
体
制
構
築


出
口
側
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
評
価
手
法
の
開
発


教
育
投
資
促
進
の
ス
キ
ー
ム
確
立


教
育
環
境
の
整
備

等

•
我
が
国
で
生
活
・
就
労
す
る
在
留
外
国
人
は
急
増
（
H
25
:
20
7万
人
→
R５
:
34
1万
人
※
１
）
し
て
お
り
、
外
国
人
等
へ
の
質
の
高
い
日
本
語
教
育
の
提
供
が
不
可
欠
。

•
日
本
語
教
育
機
関
の
卒
業
後
は
高
等
教
育
機
関
等
へ
の
進
学
だ
け
で
な
く
、
就
職
の
割
合
も
増
加
（
H
21
:
1.
6％
→
R４
:
10
.6
％
※
２
）
し
て
き
て
お
り
、
出
口
側
の

ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
日
本
語
教
育
を
提
供
す
る
体
制
の
構
築
が
急
務
。

•
一
方
、
個
々
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
日
本
語
教
育
へ
の
ア
ク
セ
シ
ビ
リ
テ
ィ
や
地
域
・
職
場
等
に
お
け
る
能
力
の
発
揮
、
日
本
語
教
員
の
処
遇
等
は
大
き
な
課
題
と
な
っ
て

お
り
、
認
定
日
本
語
教
育
機
関
を
中
核
と
し
て
、
関
係
者
が
一
体
と
な
っ
た
体
制
の
構
築
と
活
用
が
必
要
。

教
育
環
境
の
充
実
、

日
本
語
教
員
の
給
与

水
準
の
改
善
等

人
材
の
確
保
等
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（３）外国人児童生徒等への教育の充実 
 

（前 年 度 予 算 額  １，１５０，０５６千円） 

令和７年度要求額  １，４０４，８８９千円 

               

１．趣 旨 

我が国には外国人が令和５年末時点で 341 万人在留している（令和４年 12月末に比べ約

34 万人増加）。深刻な人手不足を踏まえ、出入国管理及び難民認定法が改正され、平成 31

年４月から、新たな在留資格「特定技能」が創設され、また、在留期間の上限がなく、家族

滞在も可能な「特定技能２号」の対象となる分野が拡大されるなど、今後、更なる在留外国

人の増加が見込まれており、さらに、就労する外国人は令和５年 10月末時点で 205 万人と

なり過去最高を更新している。 

こうした背景に伴い、公立学校に在籍する外国人児童生徒は令和５年５月１日現在 12万

9,449 人であり、前年度と比べると、10,659 人増加している。また、公立の小学校、中学校、

高等学校等における日本語指導が必要な児童生徒数も、令和５年５月１日現在で６万 9,123

人と、この約 10 年で 1.9 倍と大幅に増加している。さらに、母語や文化的背景等の多様化

も進み、集住地域・散在地域でのそれぞれの課題も表面化しているが、特に、これまで外国

人児童生徒等教育への取組の実績や知見が十分でない散在地域における学校での指導体制

の構築等を進める必要がある。 

政府は、「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和６年６月 21 日閣議決定）を策定

し、「「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」等に基づき、（中略）外国人児童

生徒の教育の体制整備、オンラインによる学習機会の確保等に取り組む。（後略）」を明記

したことから、最重要課題として、帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業を拡充し、

推進する必要がある。 

また、外国人の受入れ・共生のための取組を政府一丸となって推進していくために策定さ

れた「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ（令和４年６月 14日外国人材の受

入れ・共生に関する関係閣僚会議決定、令和６年６月 21 日一部変更）」及び「外国人材の

受入れ・共生のための総合的対応策 （令和６年度改訂：令和６年６月 21 日外国人材の受入

れ・共生に関する関係閣僚会議決定）」には、補助事業である「帰国・外国人児童生徒等に

対するきめ細かな支援事業」「外国人の子供の就学促進事業」の活用を地方公共団体に促し、

学校での日本語指導体制の構築、外国人児童生徒等教育アドバイザーの活用、高等学校にお

けるキャリア教育や進路指導の取組の充実、放課後や学校内外での居場所づくり（学習支援

等を含む。）、プレスクールの実施、地域における就学状況・就学ガイダンスの実施等の取

組を進めること等が明記されている。 

文部科学省としては、これらを踏まえ、外国人の子供たちが将来にわたって我が国に居住

し、共生社会の一員として今後の日本を形成する存在であることを前提に、就学を促進する
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とともに、学校等において日本語指導を含めたきめ細かな指導を行うなど、全国的な教育機

会の確保・教育水準の確保を図るため、以下の取組を行う。 

 

２．事業内容 

（１）帰国・外国人児童生徒教育等に係る研究協議会等       709 千円（709 千円） 

帰国・外国人児童生徒等教育や国際理解教育の充実に資するため、都道府県・指定

都市教育委員会の担当指導主事等を対象に、必要な施策やその実施に当たっての諸課

題、地域における取組等について研究協議、実践交流、情報交換等を行う。 

（２）帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 

【補助率 1/3】 1,361,659 千円（1,104,092 千円） 

Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業 

                                          1,250,539 千円（1,008,879 千円） 

帰国・外国人児童生徒等の受入れから卒業後の進路までの一貫した指導・支援体制 

   を構築するため、日本語と教科の統合指導や生活指導等を含めた総合的・多面的な指 

導の充実、指導・支援体制の整備、多言語翻訳システムや遠隔指導等 ICT の活用の促 

進、外国人高校生等に対するキャリア教育をはじめとした支援の充実等、自治体の外 

国人児童生徒等の教育の充実に係る取組に対して支援する。 

＜補助対象：都道府県・市区町村（指定都市・中核市以外は間接補助）＞ 

Ⅱ 外国人の子供の就学促進事業           111,120 千円（95,213 千円） 

生活・家庭環境、国籍・言語など多様な背景・事情により、就学に課題を抱える外

国人の子供の就学を促進するため、自治体が行う就学状況の把握、就学ガイダンスや

学校外での就学につなげるための日本語指導等に係る自治体の取組に対して支援す

る。＜補助対象：都道府県・市区町村＞ 

（３）日本語指導が必要な児童生徒等の教育支援基盤整備事業  

22,167 千円（11,333 千円） 

全国的に増加する外国人児童生徒等への教育支援体制の構築や一層の充実にむけ

て、アドバイザーによる自治体等への指導・助言、外国人児童生徒等向けの学習教

材・文書作成等に利用されるポータルサイト「かすたねっと」の整備、就学状況や学

校での日本語指導に係る実態把握のための継続的な調査等を行う。 

（４）外国人生徒のキャリア支援等に関する調査研究        20,354 千円（新規） 

日本語指導が必要な高校生等の中途退学率は全高校生等よりも高く、進学率は低

く、進学も就職もしていない者の率は高い。外国人児童生徒等が自己肯定感を高め、

将来のキャリアや職業、生活などに夢や希望を持って学習を続けられるようにするた

めには、高等学校・大学等への進学や就職等の進路選択を支援することが重要である

ため、高等学校における外国人生徒に対するキャリア教育及びキャリア支援の実態を

調査し、支援方策等の具体的な検討や研究協力校等による実践を行う。  

28



外
国

人
の

子
供

た
ち

が
将

来
に

わ
た

っ
て

我
が

国
に

居
住

し
、
共

生
社

会
の

一
員

と
し

て
今

後
の

日
本

を
形

成
す

る
存

在
で

あ
る

こ
と
を

前
提

に
、
学

校
等

に
お

い
て

日
本

語
指

導
を

含
め

た
き

め
細

か
な

指
導

を
行

う
な

ど
、
適

切
な

教
育

の
機

会
が

提
供

さ
れ

る
よ

う
に

す
る

施
策
の
目
標

高
等

学
校

段
階

日
本
語
指
導
が
必
要
な
児
童
生
徒
等
の
教
育
支
援
基
盤
整
備
事
業
（
H
3
0
年
度
～
）
2
2
百
万
円
（
1
1
百
万
円
）
（
拡
充
）

・
「
か

す
た

ね
っ
と
」
に

よ
る

多
言

語
文

書
や

日
本

語
指

導
教

材
等

の
提

供
・
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
に

よ
る

指
導

・
助

言
・
外

国
人

の
子

供
の

就
学

状
況

等
調

査
（

R
元

年
度

～
）

等
⇒

（
本

事
業

に
よ

り
達

成
さ

れ
る

成
果

）
日

本
語

指
導

に
係

る
施

策
立

案
に

関
す

る
助

言
・
指

導
や

情
報

共
有

な
ど
が

図
ら

れ
、
外

国
人

児
童

生
徒

等
の

教
育

支
援

体
制

の
基

盤
が

形
成

さ
れ

る

外
国
人
の
子
供
の
就
学
促
進
事
業
(拡
充
)

（
H
2
7
年
度
～
）

1
1
1
百
万
円
（
9
5
百
万
円
）

＜
支

援
メ

ニ
ュ
ー

＞
補

助
率

3
分

の
1

・
就

学
状

況
等

の
把

握
、
就

学
ガ

イ
ダ

ン
ス

・
日

本
語

指
導

、
学

習
指

導
等

⇒
（

本
事

業
に

よ
り
達

成
さ

れ
る

成
果

）
不

就
学

を
防

止
し

、
全

て
の

外
国

人
の

子
供

の
教

育
機

会
が

確
保

さ
れ

る

現 状 ・ 課 題

入
国

・就
学

前
義

務
教

育
段

階
•

約
8
千

6
百

人
が

不
就

学
の

可
能

性
•

日
本

語
指

導
が

必
要

な
児

童
生

徒
は

約
6
.9

万
人

•
う
ち

、
特

別
な

指
導

を
受

け
ら

れ
て

い
な

い
児

童
生

徒
が

約
１

割
存

在
•

年
間

で
8
.5

%
が

中
退

•
大

学
等

進
学

率
は

4
6
.6

％

進
学
・

就
職
へ

①
就
学
状
況
の
把
握
、
就
学
の
促
進

②
指
導
体
制
の
確
保
・
充
実

③
日
本
語
指
導
担
当
教
師
等
の
指
導
力
の
向
上
、
支
援
環
境
の
改
善

⑤
異
文
化
理
解
、
母
語
・
母
文
化
を
尊
重
し
た
取
組
の
推
進

④
中
学
生
・
高
校
生
の
進
学
・

キ
ャ
リ
ア
支
援
の
充
実

体 制 整 備 指 導 内 容 構 築

帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
教
育
等
に
係
る
研
究
協
議
会
等
（
H
2
5
年
度
～
）

0
.７
百
万
円
（
0
.7
百
万
円
）

帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
等
に
対
す
る
き
め
細
か
な
支
援
事
業
（
H
2
5
年
度
～
）
1
,2
5
1
百
万
円
（
1
,0
0
9
百
万
円
）
（
拡
充
）

＜
支

援
メ

ニ
ュ
ー

＞
補
助
率

3
分

の
１

・
拠

点
校

方
式

に
よ

る
指

導
体

制
構

築
・
日

本
語

指
導

者
、
母

語
支

援
員

派
遣

・
オ

ン
ラ

イ
ン

指
導

や
多

言
語

翻
訳

シ
ス

テ
ム

等
の

IC
T
活

用
・
高

校
生

に
対

す
る

包
括

的
な

支
援

等
⇒

（
本

事
業

に
よ

り
達

成
さ

れ
る

成
果

）
学

校
生

活
に

必
要

な
日

本
語

指
導

、
教

科
と
の

統
合

指
導

、
進

路
指

導
な

ど
、
外

国
人

児
童

生
徒

等
に

対
す

る
総

合
的

・多
面

的
な

指
導

・
支

援
体

制
が

地
域

の
実

情
に

沿
っ
て

構
築

さ
れ

る

外
国
人
児
童
生
徒
等
へ
の
教
育
の
充
実

令
和

7
年

度
要

求
・
要

望
額

　1
,4
05
百
万

円

（
前

年
度

予
算

額
　1
,1
50
百
万

円
）

外
国
人
生
徒
の
キ
ャ
リ
ア
支
援
等
に
関
す
る
調
査
研
究
（
新
規
）
2
0
百
万
円

・
高

等
学

校
等

に
お

け
る

外
国

人
生

徒
に

対
す

る
キ

ャ
リ
ア

教
育

及
び

キ
ャ
リ
ア

支
援

の
実

態
を

調
査

し
、
支

援
方

策
等

の
具

体
的

な
検

討
を

行
う
。

・
研

究
協

力
校

等
に

お
い

て
、
教

育
委

員
会

や
関

係
団

体
等

と
連

携
し

、
外

国
人

生
徒

等
の

社
会

的
・
経

済
的

自
立

の
た

め
の

教
育

や
、

早
い

時
期

か
ら

の
進

路
ガ

イ
ダ

ン
ス

や
ロ

ー
ル

モ
デ

ル
の

提
示

、
生

活
相

談
・
進

路
相

談
等

の
包

括
的

な
支

援
を

実
施

す
る

事
例

を
創

出
す

る
。

⇒
（

本
事

業
に

よ
り
達

成
さ

れ
る

成
果

）
キ

ャ
リ
ア

教
育

や
支

援
の

体
制

を
構

築
す

る
こ

と
に

よ
り
、
全

国
の

高
等

学
校

や
自

治
体

に
お

い
て

、
外

国
人

生
徒

等
の

キ
ャ
リ
ア

支
援

を
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

る

（
担

当
：

総
合

教
育

政
策

局
国

際
教

育
課

）

29



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６． 
海外で学ぶ日本人児童生徒の 

教育機会の充実 
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（１）在外教育施設の機能強化（教師派遣）

（前 年 度 予 算 額   １７，９５８，３１２千円） 

令和７年度要求額 １９，００４，６３２千円 

１．趣 旨 

海外に在留する日本人の子供に日本国内の学校教育に準じた教育を実施することを目的

として、日本人学校や補習授業校等の在外教育施設が設置されている。 

 急速な社会のグローバル化の進展に伴い、企業等の海外進出により帯同する子供の教育

環境の整備・充実も不可欠である。また、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する

態度や、豊かな語学力・コミュニケーション能力、主体性・積極性、異文化理解の精神等を

身に付け、様々な分野で活躍できるグローバル人材の育成の推進が求められている。 

令和４年６月に「在外教育施設における教育の振興に関する法律」（令和４年法律第 73号）

が公布・施行され、在外教育施設における教育の振興についての法的位置付けが明確となっ

た。この法律においては、基本理念として、①在留邦人の子の教育を受ける機会の確保に万

全を期すること、②在外教育施設における教育環境と国内の学校における教育環境が同等

の水準となることが確保されることを旨とすること、そして、③在留邦人の子の異なる文化

を尊重する態度の涵養と我が国に対する諸外国の理解の増進が図られるようにすることが

定められている。これらの理念、更には、令和５年４月に策定された「在外教育施設におけ

る教育の振興に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針」や「在外教

育施設未来戦略 2030」（令和３年６月）等を踏まえ、国内と同等の学びの環境整備や在外教

育施設ならではの教育の特色化支援など、在外教育施設がグローバル人材の育成や国際相

互理解の増進に寄与するための取組の推進を図る。 

２．事業内容 

（１）在外教育施設の教育環境の改善

国内と同等の学びの環境を整備するため、派遣教師の計画的な配置を実現し、少人

数によるきめ細かな指導体制の整備、免許外指導の縮小、特別支援教育や日本語指導の

充実を図る。 

在外教育施設派遣教師 1,373 人 → 1,393 人 

（２）在外教育施設における教育環境整備事業

在外教育施設の１人１台端末の実現を着実に実施するため、日本人学校等における

ICT 端末の更新・整備及び ICT 支援員の配置に係る費用を補助する。 

（３）特色ある在外教育活動支援実証事業

国内外の教育人材の活用により、特色ある教育活動を行うための効果的手法の実証

研究を行う。 
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・多
様
化
を
推
進
す
る
た
め
の
支
援
の
充
実

◆
特
色
あ
る
在
外
教
育
活
動
支
援
実
証
事
業

14
5百

万
円
（
新
規
）

☞
国
内
外
の
教
育
人
材
の
活
用
に
よ
り、
特
色
あ
る
教
育
活
動
を
行
うた
め
の
効
果
的
手
法
の
実
証

▽
ス
クー
ル
カウ
ン
セ
ラー
派
遣
（

R1
～
）
／
派
遣
教
師
の
安
全
対
策
（

H
22
～
）
等

（
３
）
教
育
推
進
体
制
の
整
備

78
百
万
円

◆
派
遣
教
師
の
選
考
・研
修
（

H
1～

）
／
校
長
研
究
協
議
会
の
実
施
（

H
8～

）
／
派
遣
教
員
事
務
処
理
（

S5
6～

）

（
２
）
教
育
環
境
の
改
善

47
1百

万
円
（

33
8百

万
円
増
）

▽
教
材
整
備
費
（

S4
2～

）
／
通
信
教
育
事
業
費
補
助
（

S4
7～

）
等

在
外
教
育
施
設
に
お
け
る
教
育
環
境
整
備

☞
在
外
教
育
施
設
に
お
け
る
１
人
１
台
端
末
の
計
画
的
な
更
新
・整
備
及
び

IC
T支
援
員
の
配
置

法
律
を
踏
ま
え
た
対
応

・在
外
教
育
施
設
の
教
職
員

の
確
保

(法
第

8条
)

・在
外
教
育
施
設
の
教
職
員

に
対
す
る
研
修
の
充
実
等

(法
第

9条
)

・在
外
教
育
施
設
に
お
け
る

教
育
の
内
容
及
び
方
法
の

充
実
強
化

(法
第

10
条

)
・在
外
教
育
施
設
の
適
正
か

つ
健
全
な
運
営
の
確
保

(法
第

11
条

)
・在
外
教
育
施
設
の
安
全
対

策
等

(法
第

12
条

)
・在
外
教
育
施
設
を
拠
点
と

す
る
国
際
的
な
交
流
の
促
進

等
(法
第

13
条

)
・調
査
研
究
の
推
進
等

(法
第

14
条

)

在
外
教
育
施
設
の
戦
略
的
な
機
能
の
強
化

①
在
留
邦
人
の
子
の
学
び
の
保
障

②
国
内
同
等
の
学
び
の
環
境
整
備

③
在
外
教
育
施
設
な
ら
で
は
の
教
育
の
充
実

基
本
方
針

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
国
際
教
育
課
）

教
育

D
Xの
推
進

派
遣
教
師
の
増
員
（

20
人
増
）

在
勤
手
当
等
シ
ス
テ
ム
改
修

▽
在
外
教
育
施
設
重
点
支
援
プ
ラン

（
R4
～
）

53
百
万
円

（
上
記
１
．
（
３
）
の
内
数
）

▽
在
外
教
育
ア
ドバ
イザ
ー
の
設
置
（

R4
～
）

15
百
万
円

（
上
記
１
．
（
３
）
の
内
数
）

グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
の
育
成
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７． 
地域と学校等の連携・協働による地域の 

教育力の向上や体験活動の充実、 
学校安全体制の整備等 
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（１）学校を核とした地域力強化プラン 
 

（前 年 度 予 算 額    ７，６３７，０２１千円） 

 令和７年度要求額   ８，３０７，８４３千円  

               

１．趣 旨 

少子高齢化の進展、地域のつながりの希薄化、学校規模の小規模化や学校統廃合の進行等

を背景に、子供たちを取り巻く地域の教育力が衰退している。また、学校における働き方改

革、いじめ・不登校対策、放課後児童対策、児童虐待の増加等、学校や家庭における子供を

取り巻く課題も複雑化・困難化している。 

学校・家庭・地域が個別にこうした課題を解決していくことはもはや困難な状況であり、

学校のみならず、家庭や地域住民等が相互に連携・協働して課題解決に取り組み、地域全体

で子供たちの成長を支えることが必要不可欠なものとなっている。 

 そのため、本事業では、地域住民等の参画や地域の特色を生かした多様な教育活動の実施

を支援することにより、地域全体で未来を担う子供たちの成長を支えていく社会の実現を

目指し、学校を核とした地域の活性化に繋げる。 

 

２．事業内容 

（１）地域と学校の連携・協働体制構築事業         7,623,899 千円（7,050,000 千円） 

 各地方自治体における、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入及び

充実に向けた取組と、地域住民等の参画による学校における働き方改革に資する取組

や多様な学習支援・体験活動等をはじめとした地域学校協働活動とを一体的に支援す

る。 

 これにより、地域と学校の連携・協働を進め、自立的・継続的に課題解決が図られる

地域づくりを実現する。 

（２）地域における家庭教育支援基盤構築事業       80,934 千円（69,900 千円） 

  家庭教育支援チームの組織化による保護者への学習機会や情報の提供に加え、個別

の支援が必要な家庭に寄り添った相談対応の実施や、それに対応するためのチーム員

等に対する研修の強化への支援などを通じて、地域における家庭教育支援の取組を後

押しする。  
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（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
地
域
学
習
推
進
課
）

学
校
を
核
とし
た
地
域
力
強
化
プ
ラ
ン

背
景 ・

課
題

事
業
内
容

7,
62

4百
万
円
（

7,
05

0百
万
円
）

コ
ミュ
ニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
と地

域
学
校
協
働
活
動
を
一
体
的

に
推
進
す
る
自
治
体
の
取
組
を
支
援
。地

域
と学

校
の
連
携
・

協
働
に
よ
る
学
校
運
営
、地

域
住
民
が
参
画
した
学
習
支
援
・

体
験
活
動
や
働
き
方
改
革
に
資
す
る
取
組
な
ど多

様
な
活
動

を
推
進
。

1
地
域
と学

校
の
連
携
・協
働
体
制
構
築
事
業

81
百
万
円
（

70
百
万
円
）

家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
の
組
織
化
に
よ
る
保
護
者
へ
の
学
習

機
会
や
情
報
の
提
供
に
加
え
、個
別
の
支
援
が
必
要
な
家
庭

に
寄
り添

った
相
談
対
応
の
実
施
や
、そ
れ
に
対
応
す
る
た
め
の

チ
ー
ム
員
等
に
対
す
る
研
修
の
強
化
に
つ
い
て
支
援
。

２
地
域
に
お
け
る
家
庭
教
育
支
援
基
盤
構
築
事
業

34
6百

万
円
（

32
9百

万
円
）

３
地
域
ぐる
み
の
学
校
安
全
体
制
整
備
推
進
事
業

9百
万
円
（

9百
万
円
）

就
職
や
キ
ャリ
ア
ア
ップ
に
お
い
て
不
利
な
立
場
に
あ
る
高
校
中

退
者
等
を
対
象
に
、地

域
資
源
を
活
用
しな
が
ら、
高
等
学
校

卒
業
程
度
の
学
力
を
身
に
付
け
させ
る
た
め
の
学
習
相
談
及
び

学
習
支
援
等
を
実
施
す
る
自
治
体
の
取
組
を
支
援
。

４
地
域
に
お
け
る
学
び
を
通
じ
た

ス
テ
ップ
ア
ップ
支
援
促
進
事
業

12
2百

万
円
（

99
百
万
円
）

自
然
体
験
、農

山
漁
村
体
験
、文

化
芸
術
体
験
な
ど宿
泊
を

伴
う様

々
な
体
験
活
動
を
通
じて
、児

童
生
徒
の
豊
か
な
人
間

性
や
社
会
性
を
育
む
とと
も
に
、自

己
有
用
感
を
高
め
、自

らの
役
割
を
意
識
させ
る
な
ど一
人
一
人
の
キ
ャリ
ア
発
達
を
促
進
。

５
健
全
育
成
の
た
め
の
体
験
活
動
推
進
事
業

11
百
万
円
（

8百
万
円
）

キ
ャリ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
を
都
道
府
県
等

に
配
置
し、
地
元
企
業
等
と連

携
し
た
職
場
体
験
や
イ
ン
タ
ー

ン
シ
ップ
及
び
地
元
へ
の
愛
着
を
深
め
る
キ
ャリ
ア
教
育
を
推

進
し、
地
元
に
就
職
し地

域
を
担
う人

材
を
育
成
。

地
域
を
担
う人

材
育
成
の
た
め
の

キ
ャリ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
推
進
事
業

６

事
業

概
要
：

下
記
①
～
⑥
の
メニ
ュー
を
組
み
合
わ
せ
て
実
施
す
る
自
治
体
の
取
組

を
総
合
的
に
支
援
す
る
補
助
事
業

対
象

(交
付
先

)
：

都
道
府
県
・政
令
市
・中
核
市
（
以
下
「都
道
府
県
等
」）

補
助

率
：

国
1/

3、
都
道
府
県
等

1/
3、
市
区
町
村

1/
3

（
都
道
府
県
等
が
直
接
実
施
す
る
場
合
、都

道
府
県
等

2/
3）

件
数

・
単

価
：

各
メニ
ュー
に
よ
って
補
助
対
象
とな
る
件
数
・単
価
は
異
な
る

➤
少
子
高
齢
化
、地

域
の
つ
な
が
りの
希
薄
化
等
に
よ
り、
子
供
を
取
り巻

く地
域
力
が
衰
退
して
い
る
。ま
た
、学

校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
へ
の
対
応
、い
じめ
・不
登
校
対

策
、放

課
後
児
童
対
策
、児

童
虐
待
の
増
加
等
、学

校
や
家
庭
が
抱
え
る
課
題
も
複
雑
化
・困
難
化
して
お
り、
学
校
・家
庭
・地
域
そ
れ
ぞ
れ
だ
け
で
の
対
応
で
は
限
界

が
生
じて
い
る
。

➤
学
校
の
み
な
ら
ず
、家
庭
や
地
域
住
民
等
が
相
互
に
連
携
・協
働
し
て
、地
域
全
体
で
子
供
た
ち
の
成
長
を
支
え
る
社
会
を
実
現
す
る
必
要
が
あ
る
。

➤
自
治
体
が
、そ
れ
ぞ
れ
の
課
題
や
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
効
果
的
な
取
組
を
実
施
で
き
る
よ
う、
複
数
の
事
業
を
組
み
合
わ
せ
た
総
合
的
な
支
援
を
実
施
す
る
。

●
学
校
・家
庭
・地
域
の
連
携
・協
働
体
制
の
構
築

●
地
域
の
多
様
な
関
係
者
の
参
画
に
よ
る
地
域
の
特
色
を

生
か
した
教
育
活
動
の
充
実

学
校
と
地
域
が
連
携
・協
働
し
て
、自

立
的
・継
続
的

に
子
供
を
取
り巻

く課
題
を
解
決
で
き
る
環
境
の
醸
成

地
域
全
体
で
子
供
た
ち
の
成
長
を
支
え
る

社
会
の
実
現

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

8,
30

8百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

7,
63

7百
万
円
）
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地
域
と学

校
の
連
携
・協
働
体
制
構
築
事
業

～
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
と地

域
学
校
協
働
活
動
の
一
体
的
推
進
～

コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
と地

域
学
校
協
働
活
動
を
一
体
的
に
推
進
す
る
自
治
体

の
取
組
に
対
す
る
財
政
支
援

事
業
内
容

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

7,
62

4百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

7,
05

0百
万
円
）

現
状
・課
題

第
３
章

中
長
期
的
に
持
続
可
能
な
経
済
社
会
の
実
現
～
「経
済
・財
政
新
生
計

画
」～

３
．
主
要
分
野
ご
との
基
本
方
針
と重

要
課
題

（
３
）
公
教
育
の
再
生
・研
究
活
動
の
推
進

（
質
の
高
い
公
教
育
の
再
生
）

学
校
が
抱
え
る
課
題
が
複
雑
化
・多
様
化
す
る
中
、教

師
を
安
心
して
本
務
に
集

中
させ
、こ
ども
た
ち
の
豊
か
な
学
び
を
実
現
す
る
た
め
、チ
ー
ム
学
校
との
考
え
の
下
、

コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
と地

域
学
校
協
働
活
動
の
一
体
的
な
取
組
や
、部

活
動

の
地
域
連
携
・地
域
クラ
ブ
活
動
へ
の
移
行
に
向
け
た
取
組
を
加
速
す
る
とと
も
に
、

（
略
）
豊
か
な
感
性
や
創
造
性
を
育
む
た
め
の
自
然
等
の
体
験
活
動
・読
書
活

動
、キ
ャリ
ア
教
育
・職
業
教
育
等
を
推
進
す
る
（
略
）
。

具
体
的
な
取
組


予
測
困
難
な
これ
か
らの
社
会
に
お
い
て
は
、学
校
・家
庭
・地
域
が
連
携
・ 協
働
し、
社
会
全
体
で
学
校
や
子
供
た
ち
の
成
長
を
支
え
る

こと
が
重
要


コ
ミュ
ニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
（
※
）
と社

会
教
育
活
動
で
あ
る
地
域
学
校
協
働
活
動
を
一
体
的
に
推
進
す
る
こと
で
、学
校
・家
庭
・地
域
が

連
携
・協
働
し
て
、自
立
的
・継
続
的
に
子
供
を
取
り巻

く課
題
を
解
決
で
き
る
地
域
社
会
の
実
現
を
目
指
す

※
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
は
、子

供
を
取
り巻

く課
題
の
解
決
に
向
け
て
、保

護
者
や
地
域
住
民
等
が
一
定
の
権
限
と責

任
を
持
つ
「当
事
者
」

とし
て
学
校
運
営
に
参
画
す
る
学
校
運
営
協
議
会
を
置
く学
校

 （
R5
時
点

:1
8,

13
5校

、5
2.

3％
）


放
課
後
児
童
対
策
の
一
層
の
強
化
に
向
け
、予

算
・運
用
等
の
両
面
か
ら集

中
的
に
取
り組

む
べ
き
も
の
とし
て
策
定
した
「放
課
後
児
童

対
策
パ
ッケ
ー
ジ
」（

R
5.

12
）
に
基
づ
く取
組
を
推
進
（
地
域
学
校
協
働
活
動
の
一
環
とし
て
の
放
課
後
子
供
教
室
と放

課
後
児
童

クラ
ブ
の
連
携
促
進
等
）

事
業

実
施
期
間

平
成

27
年
度
～

交
付

先
都
道
府
県
・政
令
市
・中
核
市
（
以
下
「都
道
府
県
等
」）

要
件

①
コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
の
導
入
ま
た
は
導
入
計
画
が
あ
る
こと

②
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
等
を
配
置
して
い
る
こと

補
助

率
国

1/
3、
都
道
府
県
等

1/
3、
市
区
町
村

1/
3

※
都
道
府
県
等
が
直
接
実
施
す
る
場
合
、都

道
府
県
等

2/
3

支
援
内
容

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
や
地
域
ボ
ラン
テ
ィア
等
に
係
る

諸
謝
金
、活

動
に
必
要
な
消
耗
品
等

コ
ー
デ
ィネ
ー
ト
機
能
の
強
化

〇
引
き
続
き
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
等
の
配
置
を
促
進

〇
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
や
放
課
後
児
童
対
策
な
どの
地
域
課

題
に
対
応
し
た
推
進
員
等
の
追
加
配
置
を
推
進

〇
推
進
員
等
の
処
遇
改
善
（
謝
金
単
価
の
引
上
げ
）

地
域
学
校
協
働
活
動
の
実
施

〇
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
に
資
す
る
取
組
、放
課
後
等
に
お
け

る
学
習
支
援
や
体
験
・交
流
活
動
等
を
支
援

〇
放
課
後
子
供
教
室
新
規
開
設
時
の
備
品
整
備
を
支
援

教
育
委
員
会
の
伴
走
支
援
体
制
の
構
築
・強
化

〇
学
校
運
営
協
議
会
委
員
、推

進
員
等
、地

域
ボ
ラン
テ
ィア
等
に

対
す
る
研
修
の
充
実

本
事
業
を
通
じ
て
、子
供
を
取
り巻
く課
題

（
※
）

を
改
善
・解
決
し
た
自
治
体
の
増
加

【参
考
】

R5
:1

,3
07
自
治
体

※
子
供
を
取
り巻

く課
題
の
類
型
例

・
学
校
運
営
上
の
課
題

（
社
会
に
開
か
れ
た
教
育
課
程
の
実
現
、

   
   
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
、い
じめ
、不

登
校
な
ど）

・学
校
と地

域
の
課
題

（
地
域
の
安
全
・防
災
な
ど）

・学
校
と家

庭
の
課
題

（
放
課
後
児
童
対
策
、子

供
の
貧
困
、児

童
虐
待
な
ど）

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
地
域
学
習
推
進
課
）

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

ロ
ジ
ック
モ
デ
ル

す
べ
て
の
自
治
体
で
地
域
学
校
協
働
活
動
等
の
学
校
・家
庭
・地

域
が
連
携
・協
働
し
た
教
育
活
動
を
実
施

【参
考
】
予
算
補
助
を
受
け
る
自
治
体

R4
:1

,3
56
自
治
体

R5
:1

,3
66
自
治
体

R6
:1

,3
74
自
治
体

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
等
の
数
の
増
加

【参
考
】
予
算
補
助
を
受
け
る
自
治
体
が
配
置
して
い
る
地
域
学
校
協
働
活

動
推
進
員
等
の
人
数

R4
:3

0,
52

0人
R5

:3
1,

12
5人

R6
見
込
み

:3
2,

00
0人

コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル
の
導
入
や
質
の
向
上
等
に
関
す
る
研
修
会

や
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
を
実
施
す
る
自
治
体

（
都
道
府
県
・政
令
市
）
の
増
加

中
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

学
校
・家
庭
・地
域
の
連
携
が
進
み
、様
々
な
課
題
に
対
し
て

協
働
し
て
取
り組

む
地
域
の
増
加

【参
考
】学
校
・家
庭
・地
域
が
連
携
・協
働
した
取
組
の
幅
が
広
が
った

と認
識
して
い
る
自
治
体
数

  
   

   
R5

:1
,2

91
自
治
体

学
校
・家
庭
・地
域
が
連
携
・協
働
し
て
、自
立
的
・継
続
的
に
子
供
を
取
り

巻
く課
題
を
解
決
で
き
る
環
境
が
整
って
い
る
地
域
の
増
加

【参
考
①
】学
校
や
地
域
の
連
携
・協
働
に
よ
る
取
組
に
よ
って
、学

校
・地
域
・保
護
者

の
相
互
理
解
が
深
ま
った
と認

識
して
い
る
学
校
の
割
合
（
公
立
）

R5
:小

86
.1

%
中
：

79
.3
％

   
R6

:小
88

.9
％

中
：

84
.1

%
【参
考
②
】学
校
・家
庭
・地
域
が
連
携
・協
働
す
る
仕
組
み
や
体
制
が
定
着
し、
取
組
の

質
が
向
上
した
と認

識
して
い
る
自
治
体
数

  
   

 R
5:

1,
28

9自
治
体

コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
ク
ー
ル

（
学
校
運
営
協
議
会
を
置
く学
校
）

地
域
学
校
協
働
活
動

地
域
学
校
協
働
本
部

地
域
住
民

保
護
者

社
会
教
育

施
設
・団
体

企
業

N
PO 人
権
擁
護

委
員

子
ども
会 PT

A
消
防
団

文
化
・ス
ポ
ー
ツ

団
体

民
生
委
員

児
童
委
員

コミ
ュニ
テ
ィ・
ス
クー
ル
と

地
域
学
校
協
働
活
動

の
一
体
的
推
進

地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
等

(学
校
と地

域
を
つ
な
ぐ企

画
・調
整
役
）

課
題
対
応
の
た
め
の
追
加
配
置

高
校
・特
別
支
援

学
校
へ
の
配
置

基
礎
的
な
配
置

・追
加
配
置

  ・
活
動
時
間
増

・広
域
的
対
応

事
業
改
善
・充
実
の
た
め
の
取
組
（

R
5～
）


各
自
治
体
は
、課

題
に
応
じた
目
標
を
設
定
し、
事
業
年
度
ご
と に
取
組
の
成
果
分
析
を
実
施


国
は
、各

自
治
体
の
評
価
を
とり
ま
とめ
、事

業
年
度
ご
とに
事
業
全
体
の
成
果
分
析
を
実
施
。

併
せ
て
、全
国
の
好
事
例
等
を
共
有
し
、各
自
治
体
の
事
業
改
善
に
繋
げ
る
。

経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
24

（
令
和

6年
6月

21
日
閣
議
決
定
）
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地
域
に
お
け
る
家
庭
教
育
支
援
基
盤
構
築
事
業

背
景
・課
題

事
業
内
容

令
和

7年
度

要
求

・要
望

額
81

百
万

円
（

前
年

度
予

算
額

70
百

万
円

）

①
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
家
庭
教
育
支
援
の
促
進
（
継
続
）

［
66

百
万

円
］

地
域

に
お

い
て

人
材

の
発

掘
・リ

ー
ダー

の
養

成
等

に
よ

り家
庭

教
育

支
援

チ
ー

ム
を

組
織

化
し、

保
護

者
へ

の
学

習
機

会
や

情
報

の
提

供
等

を
実

施
。

→
R7

目
標

：
1,

00
0チ
ー
ム

②
個
別
の
支
援
が
必
要
な
家
庭
へ
の
対
応
強
化
（
継
続
）

①
に
加
え
て
、特
に
個
別
の
支
援
が
必
要
な
家
庭
に
対
し

、地
域

か
ら孤

立
しな

い
よ

う、
専
門
人
材
も
活
用
し
、個
々
の
状
況
に
寄
り添

い
な
が
ら
、

●
相
談
対
応
や
情
報
提
供

を
実

施
。［

13
百

万
円

］
●
地
域
人
材
の
資
質
向
上
の
た
め
の
研
修

の
実

施
。［

1百
万

円
］

→
R7

目
標

：
10

0チ
ー
ム

児
童

福
祉

法
に

基
づ

く対
応

＜
子

育
て

家
庭

＞

＜
家

庭
教

育
支

援
チ

ー
ム

＞
学
び
の
場
や

情
報
の
提
供
等

ア
ウ
ト
リー
チ
型

支
援

３
．

主
要

分
野

ご
との

基
本

方
針

と重
要

課
題

（
２

）
少

子
化

対
策

・こ
ども

政
策

（
こど

も
大

綱
の

推
進

）
貧

困
と格

差
の

解
消

を
図

り、
困

難
な

状
況

に
あ

る
こど

も
・若

者
や

家
庭

に
対

す
る

き
め

細
か

い
支

援
を

行
う。

この
た

め
、こ

ども
食

堂
・

こど
も

宅
食

・ア
ウ

トリ
ー

チ
支

援
等

へ
の

支
援

や
学

習
支

援
や

体
験

機
会

の
提

供
な

どこ
ども

の
貧

困
解

消
や

見
守

り強
化

を
図

る
。

骨
太
の
方
針

20
24

（
令

和
6年

6月
21

日
閣

議
決

定
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

・
家

庭
・学

校
・地

域
の

連
携

・協
力

の
下

、社
会

全
体

で
子

供
た

ち
の

教
育

を
支

え
る

環
境

を
構

築
。

・
保

護
者

の
子

育
て

環
境

に
よ

り子
供

た
ち

が
家

庭
で

受
け

る
教

育
に

つ
い

て
左

右
され

る
こと

が
な

くな
り、

不
登

校
・児

童
虐

待
の

減
少

、少
子

化
の

改
善

へ
。

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

保
護

者
の

不
安

や
課

題
等

へ
の

早
期

対
応

が
可

能
に

な
り、

身
近

な
地

域
に

家
庭

教
育

の
悩

み
を

相
談

で
き

る
人

が
い

る
保

護
者

の
割

合
が

改
善

す
る

。（
R５

:4
0.

0％
）

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

・
家

庭
教

育
支

援
チ

ー
ム

を
10

00
チ

ー
ム

設
置

。
・チ

ー
ム

の
半

数
が

ア
ウ

ト
リー

チ
型

支
援

を
実

施
。

【補
助

率
】


事

業
開

始
：

平
成

27
年

度
～

国
1/

3
都

道
府

県
1/

3
市

町
村

1/
3

家
庭
教
育
・子
育
て
に

関
心
が
あ
る
家
庭

不
安
や
悩
み
を

抱
え
る
家
庭

福
祉
的
な
対
応

が
必
要
な
家
庭

学
校

・教
育

委
員

会
と連

携
しつ

つ
、地

域
の

多
様

な
人

材
(※

)を
活

用
して

実
施

※
元

教
員

、社
会

教
育

関
係

者
、

子
育

て
経

験
者

等
）

○
こど

も
家

庭
庁

が
設

置
され

、子
供

の
学

び
や

育
ち

を
家

庭
を

含
め

た
社

会
全

体
で

支
援

す
る

こと
が

求
め

られ
る

。
○

約
7割

の
保

護
者

が
子

育
て

に
悩

み
や

不
安

を
抱

え
て

い
る

○
地

域
に

お
い

て
子

育
て

の
悩

み
を

相
談

で
き

る
人

は
約

3割
○

不
登

校
の

増
加

(約
42

万
人

)、
家

庭
の

孤
立

化
に

よ
る

児
童

虐
待

(約
22

万
件

)の
リス

ク増

①
身

近
な

地
域

に
お

い
て

、保
護

者
の

悩
み

・不
安

を
解

消
で

き
る

家
庭

教
育

支
援

チ
ー

ム
を

構
築

す
る

必
要

が
あ

る
。

②
家

庭
教

育
支

援
チ

ー
ム

に
お

い
て

、３
～

４
割

が
ア

ウ
トリ

ー
チ

型
支

援
を

実
施

して
い

る
が

、
人

材
・予

算
の

確
保

が
課

題
とな

って
い

る
。

（
担

当
：

総
合

教
育

政
策

局
地

域
学

習
推

進
課

）
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（２）体験活動等を通じた青少年自立支援プロジェクト

（前 年 度 予 算 額 ７３，５２７千円） 

 令和７年度要求額  ７３，６８５千円   

１．趣 旨 

 体験活動等の推進は、社会教育法等の法律に規定されているとおり、青少年の健全育成及

び人格形成のために必要不可欠なものであり、「教育振興基本計画」（令和５年６月１６日

閣議決定）においては、新型コロナウイルスの影響などにより減少した青少年の体験活動の

機会の充実のため、地域・企業・青少年教育団体・学校等の連携により、様々な体験活動の

充実に取り組むことが示されている。 

 また、「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」（令和６年６月２１日閣議決定）にお

いては、豊かな感性や創造性を育むための自然等の体験活動を推進することや、「こども大

綱」（令和５年１２月２２日閣議決定）においても、体験活動は、こども・若者の健やかな

成長の原点であり、地域資源も生かした遊びや体験の機会や場を意図的・計画的に創出する

ことが明記されている。 

体験活動は、自己肯定感や自律性、協調性、積極性等の非認知能力を育むためにも重要で

ある。しかし、少子化や核家族化、デジタル化やコロナ禍により、子供たちのリアルな体験

不足に拍車がかかっており、また、体験活動に関心を示さない子供の割合も多く、体験活動

の効果や有用性を広めるための啓発が重要である。 

 公的機関が行う自然体験活動に関する行事に参加しなかった理由として、保護者が団体

や行事などがあることを知らないからとの回答割合が多く、様々な団体が提供している体

験活動の情報発信を行い、普及していく必要がある。 

 以上を踏まえ、青少年のリアルな体験活動の機会の充実を図るため、体験活動に関する普

及啓発や調査研究、教育的効果の高い長期自然体験活動プログラムの構築を図るとともに、

民間企業が実施する優れた取組に対しての表彰事業を行うことで、社会全体で体験活動を

通じた青少年の自立支援を一層促進する。 

２．事業内容 

（１）全国的なリアル体験活動の普及啓発事業        15,543 千円（3,747 千円）

青少年の体験活動の必要性・重要性を青少年や保護者に発信するイベントを全国で

開催するなど、体験活動等を定着させるための普及啓発事業を実施する。 

（２）青少年の体験活動の推進に関する調査研究事業 8,552 千円（4,233 千円） 

青少年の体験活動がもたらす影響など、多様な体験活動の在り方について、事例の収 

集や効果の検証を行う。 
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（３）教育的効果の高い長期自然体験活動の構築事業     36,221 千円（35,814 千円） 

長期（４泊５日程度）の自然体験活動プログラムを構築し、その教育的効果を明らか

にする。また、事業をパッケージ化し、全国展開を図る。 

（４）青少年の体験活動推進企業表彰              7,834 千円（4,186 千円） 

社会貢献活動の一環として青少年を対象に優れた取組を行っている企業を表彰し、 

その取組を全国的に広く紹介する。 

（５）事業企画評価委員会の開催                 5,535 千円（5,527 千円） 
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体
験
活
動
等
を
通
じ
た
青
少
年
自
立
支
援
プ
ロ
ジ
ェク
ト

現
状
・課
題

令
和

7年
要
求
・要
望
額

74
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

74
百
万
円
）

事
業
内
容

青
少
年
の
リア
ル
な
体
験
活
動
の
機
会
の

充
実
を
図
る
た
め
、普

及
啓
発
、調

査
研
究
、

教
育
的
効
果
の
高
い
自
然
体
験
活
動
プ
ロ

グ
ラ
ム
の
構
築
を
図
る
とと
も
に
、青

少
年
を

対
象
に
優
れ
た
取
組
を
行
って
い
る
企
業
を

表
彰
す
る
。

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

・体
験
活
動
に
関
心
を
示
さな
い
子
供
の
減
少
。

・当
事
業
に
参
加
す
る
子
供
の
参
加
意
欲
の
増
加
。

・応
募
企
業
数
が
直
近
３
年
の
平
均
を
上
回
る
。

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

学
校
以
外
の
自
然
体
験
活
動
に
参
加

す
る
子
供
の
増
加
。

体
験
活
動
の
機
会
が
充
実
し、
子
供
た
ち
に

「社
会
を
生
き
抜
く力
」と
して
必
要
な
非
認

知
能
力
（
自
己
肯
定
感
、自

律
性
、協

調
性
、積

極
性
等
）
が
育
成
され
る
。

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

・体
験
活
動
を
定
着
させ
る
た
め
の
普
及
啓
発
事
業

の
実
施
。

・教
育
的
効
果
の
高
い
長
期
自
然
体
験
活
動
の
実
施
。

・体
験
活
動
を
実
施
した
企
業
等
に
対
す
る
表
彰
の
実

施
。

●
 体
験
活
動
は
、こ
ども
・若
者
の
健
や
か
な
成
長
の
原
点
で
あ
り、
自
己
肯
定
感
や
自
律
性
、協

調
性
、積

極
性
等
の
非
認
知
能
力
を
育
む
た
め
に
も
重
要
で
あ
る
。

●
 一
方
で
、少

子
化
や
核
家
族
化
、デ
ジ
タル
化
や
コロ
ナ
禍
に
よ
り、
子
供
た
ち
の
リア
ル
な
体
験
不
足
に
拍
車

が
か
か
って
い
る
。体
験
活
動
に
関
心
を
示
さ
な
い
子
供
の
割
合
も
多
く、
体
験
活
動
の
効
果
や
有
用
性
を

広
め
る
た
め
の
啓
発
が
重
要
で
あ
る
。

●
 ま
た
、公

的
機
関
が
行
う自

然
体
験
活
動
に
関
す
る
行
事
に
参
加
しな
か
った
理
由
とし
て
、保

護
者
が
団
体

や
行
事
な
どが
あ
る
こと
を
知
ら
な
い
か
ら
との
回
答
割
合
が
多
く、
様
々
な
団
体
等
が
提
供
して
い
る
体
験
活

動
の
情
報
発
信
を
行
い
、普

及
して
い
く必
要
が
あ
る
。

●
 国
を
は
じ
め
多
様
な
関
係
者
が
連
携
し
、子
供
た
ち
の
健
や
か
な
成
長
に
欠
か
せ
な
い
リア
ル
な
体
験
活
動

を
推
進
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
地
域
学
習
推
進
課
）

【経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
24
（
令
和
６
年

6月
21
日
閣
議
決
定
）
】

第
３
章

中
期
的
に
持
続
可
能
な
経
済
社
会
の
実
現

３
．
主
要
分
野
ご
との
基
本
方
針
と重

要
課
題

（
３
）
公
教
育
の
再
生
・研
究
活
動
の
推
進

（
質
の
高
い
公
教
育
の
再
生
等
）

（
略
）
豊
か
な
感
性
や
創
造
性
を
育
む
た
め
の
自
然
等
の
体
験
活
動
・ 
読
書
活
動
、キ
ャリ
ア
教
育
・

職
業
教
育
等
を
推
進
す
る
とと
も
に
、（

略
）

【こ
ども
大
綱
（
令
和

5年
12
月

22
日
閣
議
決
定
）
】

第
３

こど
も
施
策
に
関
す
る
重
要
事
項

１
．
ライ
フス
テ
ー
ジ
を
通
した
重
要
事
項

（
２
）
多
様
な
遊
び
や
体
験
、活

躍
で
き
る
機
会
づ
くり

（
略
）
年
齢
や
発
達
の
段
階
に
応
じて
、自

然
体
験
、職

業
体
験
、文

化
芸
術
体
験
な
ど多

様
な
体
験
・

外
遊
び
を
含
む
様
々
な
遊
び
が
で
き
る
よ
う、
青
少
年
教
育
施
設
の
充
実
を
含
め
、地

域
資
源
も
生
か
し

た
遊
び
や
体
験
の
機
会
や
場
を
意
図
的
・計
画
的
に
創
出
す
る
。

事
業
名

詳
細

件
数
・単
価

対
象

1
全
国
的
な
リア
ル
体
験
活
動
の

普
及
啓
発
事
業

【委
託
：
継
続

H
23
～
】

青
少
年
の
体
験
活
動
の
必
要
性
・重
要
性
を
青
少
年

や
保
護
者
に
発
信
す
る
イベ
ン
トを
全
国
で
開
催
す
る

な
ど、
体
験
活
動
等
を
定
着
させ
る
た
め
の
普
及
啓
発

事
業
を
実
施
す
る
。

1箇
所

×
約

11
百
万
円

1箇
所

×
約

2百
万
円

青
少
年
団
体
、

企
業
、

自
治
体
等

2
青
少
年
の
体
験
活
動
の
推
進

に
関
す
る
調
査
研
究
事
業

【委
託
：
継
続

H
25
～
】

青
少
年
の
体
験
活
動
が
も
た
らす
影
響
な
ど、
多
様
な

体
験
活
動
の
在
り方

に
つ
い
て
、事

例
の
収
集
や
効
果

の
検
証
を
行
う。

1箇
所

×
約

9百
万
円

3
教
育
的
効
果
の高

い長
期
自
然

体
験
活
動
の構

築
事
業

【委
託
：
継
続

R3
～
】

長
期

(4
泊

5日
程
度

)の
自
然
体
験
活
動
プ
ログ
ラム

を
構
築
し、
そ
の
教
育
的
効
果
を
明
らか
に
す
る
。ま
た
、

事
業
を
パ
ッケ
ー
ジ
化
し、
全
国
展
開
を
図
る
。

4箇
所

×
約

7百
万
円

4
青
少
年
の
体
験
活
動
推
進
企

業
表
彰

【直
轄
：
継
続

H
25
～
】

社
会
貢
献
活
動
の
一
環
とし
て
青
少
年
を
対
象
に
優

れ
た
取
組
を
行
って
い
る
企
業
を
表
彰
し、
そ
の
取
組
を

全
国
に
紹
介
す
る
。

-
-
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（３）読書活動総合推進事業 
 

（前 年 度 予 算 額  ４４，５５０千円） 

令和７年度要求額  ８５，４８５千円 

 

１．趣 旨 

急激に変化する時代において、必要とされる資質・能力を育む上で、読解力や想像力、思

考力、表現力等を養う読書活動の推進は不可欠である。 

政府は、子供の読書活動の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、第五

次「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」を策定した（令和５年３月閣議決定）。

本計画に基づき、国は、子供の読書習慣の形成に向けて、子供の読書活動に対する課題解決

のための効果的な取組を講じる必要がある。 

公立学校に設置される学校図書館においては、学習指導要領を踏まえ、その機能を活用し

た授業実施や読書活動の充実が求められている。国は、第６次「学校図書館図書整備等５か

年計画」を策定し、地方財政措置を活用した学校図書館の計画的な整備を推進するとともに、

本計画を踏まえた自治体における図書購入等を促すための取組の実施が必要となっている。 

我が国を取り巻く読書環境は厳しい状況にあり、公立図書館数は増加しているものの、地

方財政の悪化などを背景に自治体の図書購入費も減少している。また、読書文化の形成拠点

である書店はこの 10 年で約３割減少し、全国の市町村の 26.2％の自治体には書店が存在し

ない状況にある。 

このような現状において、全ての国民があらゆる機会と場所において書籍に触れ、読書を

行うことができるよう、図書館及び文化拠点としての書店等の振興が図られるとともに、図

書館等が地域の書店等との連携により地域に根差した読書環境醸成に取り組むことや、連

携・協働による活動を通じた地域の活性化などが期待されており、「経済財政運営と改革の

基本方針 2024」においても、書籍を含む文字・活字文化の振興（書店と図書館等との連携

促進を含む）や書店の活性化を図ることが掲げられている。 

上記の各計画や現状を踏まえ、本事業では、図書館・学校図書館の機能強化や活性化のた

めの特色ある先導的な取組モデルの構築や「子ども読書の日」の普及啓発等の実施により、

各計画を着実に実行するとともに、地域の多様な主体が連携協働した読書を通じたまちづ

くりの実施のためのモデル構築を行うことを通して、全国的な読書活動の総合的な推進を

図る。 

 

２．事業内容 

（１）図書館・学校図書館等を活用した読書活動の推進     9,982 千円（7,602 千円） 

子ども読書推進計画等に対応した読書活動や学習指導要領を踏まえた学校図書館の 

機能強化・活性化に向け、新たな読書活動を推進するためのモデル構築を実施する。 
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①発達段階などに応じた読書活動推進事業 

「子ども読書推進計画」を踏まえ、紙とデジタルの特性を活かした読書活動の先導的 

な取組や、発達段階や多様なニーズに対応した効果的な取組を行う。 

②学校図書館図書の整備促進事業 

学習指導要領を踏まえた学校図書館を活用した授業を進めるため、新しいトピック 

に関連する書籍（SDGs など）、新聞、優良図書及び授業に必要な基本図書の整備状況 

などを再点検し、計画的な図書の更新を定めた図書整備計画の策定や図書館資料を 

活用したモデル授業の実施など学校図書館図書の購入促進に向けた取組を行う。 

（２）司書教諭講習の実施                21,433 千円（21,431 千円） 

学校図書館法に基づき、学校図書館の専門的職務を掌る「学校司書教諭」の養成のた

め、47 機関（大学並びに教育委員会）に委託して講習会を実施する。また、講習会に

参加する受講者のうち、聴覚障害等配慮が必要な受講者が一定数いる実態も踏まえ、そ

のために必要な経費も計上する。 

（３）「子ども読書の日」の理解推進              5,271 千円（4,974 千円） 

国民の間に広く子供の読書活動について関心と理解を深め、子供の読書活動を推進

することを目的に、「子ども読書の日」（４月 23日）を広く周知するとともに、特色あ

る優れた取組を行っている民間団体等を表彰する。 

（４）読書活動の推進等に関する調査研究          8,122 千円（10,543 千円） 

「子ども読書推進計画」を踏まえ、子供の読書活動や図書館の実態把握など諸制度の 

見直しや施策立案に必要な基礎資料を得るための調査分析等を行う。 

（５）図書館、学校図書館、書店等の連携協働による図書のまちづくり推進事業 

40,677 千円（新規） 

骨太の方針２０２４等を踏まえ、図書館と書店等の連携協働による読書活動を促進

し、地域の活性化に資する読書を通じたまちづくりのモデル事業を実施するととも

に、連携促進に向けた課題に係る実態調査等を行う。 

①読書のまちづくり推進事業    

    自治体・教育委員会、図書館や関係機関、書店等の民間企業等が参画する「協議

会」を設置し、連携協働の取組により地域の活性化に資する読書を通じたまちづ

くりのモデルを構築する。   

②図書館・書店等連携促進に向けた調査研究 

図書館において同一書籍を複数所蔵する「複本」や装備費負担、地元書店からの 

書籍購入の状況等、図書館と書店が連携を図る上で課題とされる事項について現

状を把握するため、全国の実態調査を実施し、分析等を行う。  
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0
・

子
ども
読
書
基
本
計
画
等
に
対
応
した
読
書
活
動
や
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
た
学
校
図
書
館
の
機
能
強
化
や
活
性
化
に
向
け
、新

た
な
読
書
活
動
の
モ
デ
ル
な
どを
構
築
す
る
た
め
、読

書
活
動
推
進
モ
デ
ル
事
業
を
実
施
す
る
。

＜
委
託
事
業
：
教
育
委
員
会
等
＞

１
子
供
の
読
書
活
動
総
合
推
進
事
業
・発
達
段
階
な
どに
応
じ
た
読
書
活
動
推
進
事
業

 不
読
率
低
減
に
向
け
た
読
書
活
動
の
先
導
的
な
取
組
や
、発

達
段
階
や
多
様
な
子
供
の
ニ
ー
ズ
等
に

対
応
した
効
果
的
な
取
組
を
行
う。

（
委
託
先
：
２
箇
所
（
小
・中
・高
等
学
校
等
、公

立
図
書
館
）

×
0.

8百
万
円
）

２
学
校
図
書
館
図
書
の
整
備
促
進
事
業

新
しい
トピ
ック
に
関
連
す
る
書
籍
（

SD
Gs
な
ど）

、新
聞
、優

良
図
書
及
び
授
業
に
必
要
な
基
本
図

書
の
整
備
状
況
な
どを
再
点
検
し、
計
画
的
な
図
書
の
更
新
を
定
め
た
図
書
整
備
計
画
の
策
定
や
図
書

館
資
料
を
活
用
した
モ
デ
ル
授
業
の
実
施
な
どの
取
組
を
行
う。

（
委
託
先
：

2箇
所
（
小
・中
・高
等
学
校
、特

別
支
援
学
校
等
）

×
1百

万
円
）

読
書
活
動
総
合
推
進
事
業

現
状
・課
題

「子
ども
の
読
書
活
動
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
」等
へ
の
対
応
の
た
め
、図

書
館
や
学
校
図
書
館
等
を
活
用
した
読
書
活
動
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
の
以
下
の
取
組
を
行
う。

・新
た
な
読
書
、授

業
モ
デ
ル
の
構
築

・司
書
教
諭
講
習
を
実
施
す
る
機
関
の
増
加

・読
書
に
興
味
が
深
ま
った
子
供
の
増
加

・学
校
図
書
館
の
活
用
に
理
解
が
深
ま
った
教
職
員
の
増
加

・司
書
教
諭
講
習
の
修
了
者
数
の
増
加

 

事
業
内
容
（
令
和

4年
度
～
）

○
国
の
計
画
へ
の
対
応

・第
五
次
「子
ども
の
読
書
活
動
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
」（

R
5.

3.
28
閣
議
決
定
）

R5
年
度
か
らの

5か
年
計
画
を
踏
ま
え
、「
不
読
率
の
低
減
」、
「多
様
な
子
ども
た
ち
の
読
書
機
会
の
確
保
」、
「デ
ジ
タル
社

会
に
対
応
した
読
書
環
境
の
整
備
」 の
た
め
の
方
策
、取

組
等
の
検
討
が
必
要
。

・第
6次

「学
校
図
書
館
図
書
整
備
等

5か
年
計
画
」（

R
4～

Ｒ
8）

Ｒ
4年

度
か
らの
第

6次
計
画
を
踏
ま
え
た
国
の
支
援
策
が
必
要
。学

校
図
書
館
図
書
標
準
の
達
成
、計

画
的
な
図
書

の
更
新
等
が
課
題
。

○
取
り巻

く情
勢
の
変
化
ー
デ
ジ
タ
ル
社
会
へ
の
対
応
ー

・G
IG

Aに
よ
る
一
人
一
台
端
末
の
整
備
を
踏
ま
え
た
学
校
図
書
館
の
利
活
用
が
課
題
。

・子
供
達
の
情
報
活
用
能
力
の
育
成
とと
も
に
、多

様
な
子
供
達
の
読
書
機
会
の
確
保
等
の
た
め
に
、電

子
書
籍
の
利
用
、

学
校
図
書
館
や
図
書
館
の

D
Xを
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

○
読
書
活
動
の
総
合
的
推
進

・多
様
な
子
供
の
読
書
活
動
を
推
進
す
る
た
め
に
は
、図

書
館
、学

校
、民

間
団
体
な
ど関

係
機
関
が
連
携
して
行
う子

供
   

 の
読
書
活
動
を
推
進
す
る
様
々
な
取
組
を
促
す
必
要
が
あ
る
。

○
文
字
・活
字
文
化
の
振
興

・骨
太
の
方
針

20
24
（
令
和

6年
6月

21
日
閣
議
決
定
）
「書
籍
を
含
む
文
字
・活
字
文
化
の
振
興
（
書
店
と図

書
館
等

との
連
携
促
進

(中
略

)を
含
む
）
や
書
店
の
活
性
化
を
図
る
」に
基
づ
き
、地

域
の
実
情
に
応
じた
連
携
事
業
を
支
援
す
る
。

図
書
館
・学
校
図
書
館
等
を
活
用
し
た
読
書
活
動
の
推
進

10
百
万
円
（

8百
万
円
）

司
書
教
諭
養
成
講
習
の
実
施

21
百
万
円
（

21
百
万
円
）

学
校
図
書
館
法
に
基
づ
き
、学

校
図
書
館
の
専
門
的
職
務
を
掌
る
「学
校
図
書
館
司
書
教
諭
」の
養
成

の
た
め
、全

国
の
教
育
機
関
が
講
習
を
実
施
す
る
た
め
の
経
費
を
措
置
す
る
。

＜
委
託
事
業
：

 4
7箇

所
（
大
学
及
び
教
育
委
員
会
）

×
0.

5百
万
円
＞

「子
ども
読
書
の
日
」（

4月
23
日
）
の
理
解
推
進

5百
万
円
（

5百
万
円
）

「子
ども
読
書
の
日
」（

4月
23
日
）
を
広
く周
知
す
る
とと
も
に
、特

色
あ
る
優
れ
た
取
組
を
行
って
い
る
図

書
館
・学
校
・団
体
等
を
表
彰
す
る
。＜

直
轄
事
業
＞

読
書
活
動
の
推
進
等
に
関
す
る
調
査
研
究

8百
万
円
（

11
百
万
円
）

子
供
の
読
書
活
動
の
実
態
把
握
な
ど諸

制
度
の
見
直
しや
施
策
立
案
に
必
要
な
基
礎
資
料
を
得
る
た

め
の
調
査
分
析
等
を
行
う。

＜
委
託
事
業
：

1団
体

×
8百

万
円
＞

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

85
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

44
百
万
円
）

・不
読
率
の
低
減

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
地
域
学
習
推
進
課
）

骨
太
の
方
針

20
24
等
を
踏
ま
え
、図

書
館
と書

店
等
の
連
携
協
働
に
よ
る
読
書
活
動
を
促
進
し、
地
域
の
活
性
化
に
資
す
る
読
書
を

通
じた
ま
ち
づ
くり
の
モ
デ
ル
事
業
を
実
施
す
る
とと
も
に
、連

携
促
進
に
向
け
た
課
題
に
係
る
実
態
調
査
等
を
行
う。
＜
委
託
事
業
：
自
治
体
等
＞

１
読
書
の
ま
ち
づ
くり
推
進
事
業

自
治
体
・教
育
委
員
会
、図

書
館
や
関
係
機
関
、書

店
等
の
民
間
企
業
等
が
参
画
す
る
「協
議
会
」を
設

置
し、
連
携
協
働
の
取
組
に
よ
り地

域
の
活
性
化
に
資
す
る
読
書
を
通
じた
ま
ち
づ
くり
の
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
。

＜
取
組
例
＞

（
委
託
先
：

6箇
所
（
自
治
体
等
）

×
6百

万
円
）

・図
書
館
・書
店
等
の
連
携
協
働
に
よ
る
地
域
振
興
や
ま
ち
の
魅
力
化
へ
つ
な
が
る
読
書
活
動
の
取
組
、

共
通
課
題
の
解
決
に
向
け
た
取
組
（
例
：
図
書
の
装
備
の
あ
り方

に
係
る
検
討
・実
証
等
）

・各
種
公
共
施
設
、書

店
や
商
業
施
設
等
の
様
々
な
場
で
活
動
す
る
人
々
の
中
で
読
書
活
動
の
担
い
手
を
育
成
し

   
  （

絵
本
専
門
士
等
の
活
用
、地

域
独
自
の
読
書
推
進
員
や
サ
ポ
ー
ター

(仮
)の
養
成
講
座
の
実
施
等
）
、

   
   

  多
様
な
場
・対
象
に
応
じた
読
書
活
動
を
推
進

・デ
ジ
タル
社
会
へ
の
対
応
、多

様
な
ニ
ー
ズ
と読

書
ス
タイ
ル
に
対
応
した
読
書
環
境
の
整
備
（
図
書
館
と書

店
等
の

シ
ス
テ
ム
連
携
等
の

D
X化

の
実
証
、紙

と電
子
書
籍
の
併
用
に
よ
る
相
乗
効
果
の
検
証
等
）
、読

書
へ
の
ア
クセ
ス
が

困
難
な
地
域
の
読
書
支
援
等

２
図
書
館
・書
店
等
連
携
促
進
に
向
け
た
調
査
研
究

図
書
館
に
お
い
て
同
一
書
籍
を
複
数
所
蔵
す
る
「複
本
」や
装
備
費
負
担
、地

元
書
店
か
らの
書
籍
購
入

の
状
況
等
、図

書
館
と書

店
が
連
携
を
図
る
上
で
課
題
とさ
れ
る
事
項
に
つ
い
て
現
状
を
把
握
す
る
た
め
、

全
国
の
実
態
調
査
を
実
施
し、
分
析
等
を
行
う。

（
委
託
事
業
：

1箇
所

×
6百

万
円
）

図
書
館
、学
校
図
書
館
、書
店
等
の
連
携
協
働
に
よ
る
読
書
の
ま
ち
づ
くり
推
進
事
業

41
百
万
円
（
新
規
）

ア
ウ
ト
プ
ット

（
活
動
目
標
）

短
期
ア
ウ
ト
カ
ム

（
成
果
目
標
）

長
期
ア
ウ
ト
カ
ム

（
成
果
目
標
）
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（４）社会教育デジタル活用等推進事業

（前 年 度 予 算 額 ４９，２３６千円） 

令和７年度要求額 ８３，８８０千円 

１．趣 旨 

公共施設のより効率的・効果的な整備・運営等に向けて、政府全体で民間の資金と創意工

夫を活用するＰＰＰ／ＰＦＩ等を進めており、老朽化等が進む公民館等の社会教育施設に

おいても、ＰＰＰ／ＰＦＩ等の活用を進めていく必要がある。 

また、社会の急速なデジタル化の進展の中で、社会教育分野におけるデジタル環境の整備

や活用の遅れが顕在化しており、公民館等の社会教育施設のデジタル機能を強化し、地域づ

くりの拠点として「リアル」と「デジタル」を組み合わせた効果的な教育活動により、地域

の教育力の向上を図る必要がある。 

このため、ＰＰＰ／ＰＦＩ等やデジタルの活用を進める地方公共団体が抱える技術面・人

材面・財政面等の課題に対する伴走支援を行い、誰一人取り残されないデジタル社会の実現

に向けて、地域コミュニティの基盤となる社会教育施設を活性化し、デジタル田園都市国家

構想を推進する。 

２．事業内容 

公民館・図書館等の社会教育施設における PPP/PFI 等の活用、デジタル機能の強化に向

けた地方公共団体等への伴走支援を実施する。 

【主な支援内容】 

・相談窓口の開設

・専門家派遣の実施

・説明会・研修会等の実施

・個別案件形成支援（導入可能性調査等の具体的検討への支援、モデル形成等）

・支援方策や事例等の収集・分析

・Web サイト、手引書等の活用による情報発信
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社
会
教
育
デ
ジ
タ
ル
活
用
等
推
進
事
業

背
景
・課
題 ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）
、目
指
す
べ
き
姿

事
業
内
容

〇
社
会
教
育
施
設
の

PP
P/

PF
I等
の
活
用
・デ
ジ
タ
ル
機
能
強
化
へ
の
支
援

文
部
科
学
省

ア
ドバ
イザ
ー
事
務
局

委
託

相
談
・報
告

・
相
談
窓
口
の
開
設

・
専
門
家
派
遣
の
実
施

・
説
明
会
・研
修
会
等
の
実
施

・
個
別
案
件
形
成
支
援

・
支
援
方
策
や
事
例
等
の
収
集
・分
析

・
W

eb
サ
イト
、手

引
書
等
の
活
用
に
よ
る
情
報
発
信

専
門
家
派
遣

相
談
窓
口

研
修
会

・
地
方
公
共
団
体
の
伴
走
支
援
を
行
う事

務
局
の
設
置

・
PP

P/
PF

I等
の
活
用
に
向
け
た
伴
走
支
援
の
実
施

・
デ
ジ
タル
機
能
強
化
に
向
け
た
伴
走
支
援
の
実
施

W
eb
サ
イト

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

 
84
百
万
円

   
(前
年
度
予
算
額

  
49
百
万
円
）

地
方
公
共
団
体

（
公
民
館
・図
書
館
等
）

社
会
教
育
施
設
の
整
備
や
運
営
に
お
け
る

PP
P/

PF
I等
の
活
用
、デ
ジ
タル
環
境
の
整
備
や
そ
の
効
果
的
な
活
用
を
促
進
す
る
た
め
、全

国
を
カバ
ー
す
る
支
援
体
制
を
構
築
し、
地
方
公
共
団
体
等
か
らの
相
談

対
応
や
専
門
家
派
遣
、導

入
可
能
性
調
査
等
の
検
討
支
援
、情

報
発
信
な
どの
伴
走
支
援
を
実
施

➤
公
共
施
設
の
よ
り効

率
的
・効
果
的
な
整
備
・運
営
等
に
向
け
て
、老

朽
化
等
が
進
む
公
民
館
等
の

社
会
教
育
施
設
に
お
い
て
も
、民
間
の
資
金
と創

意
工
夫
を
活
用
す
る

PP
P/

PF
I等
の
活
用
を

進
め
て
い
く必
要
が
あ
る

・
PP

P/
PF

Iア
クシ
ョン
プ
ラン
に
お
け
る
具
体
化
目
標
を
達
成
す
る
た
め
、自

治
体
へ
の
伴
走
支
援
を
強
化

・
新
しい
資
本
主
義
の
グ
ラン
ドデ
ザ
イン
及
び
実
行
計
画

20
24
改
訂
版
（
令
和
６
年
６
月

21
日
閣
議
決
定
）
を

踏
ま
え
、公

民
館
等
の
身
近
な
施
設
に
つ
い
て
の
モ
デ
ル
形
成
を
支
援

➤
社
会
の
急
速
な
デ
ジ
タル
化
の
中
で
、社

会
教
育
分
野
に
お
け
る
デ
ジ
タル
化
の
遅
れ
が
顕
在
化

し、
公
民
館
等
の
社
会
教
育
施
設
の
デ
ジ
タ
ル
機
能
を
強
化
し
、
「リ
ア
ル
」と
「デ
ジ
タル
」を
組

み
合
わ
せ
た
効
果
的
な
教
育
活
動
に
よ
り、
地
域
の
教
育
力
の
向
上
を
図
る
必
要
が
あ
る

➤
地
域
コ
ミュ
ニ
テ
ィの
基
盤
とな
る
社
会
教
育
施
設
を
活
性
化
し、
デ
ジ
タル
田
園
都
市
国
家
構
想
を

推
進

・
社
会
教
育
施
設
の
よ
り効

果
的
・効
率
的
な
整
備
・運
営
を
検
討

（
施
設
の
複
合
化
、官

民
連
携
に
よ
る
施
設
・設
備
整
備
、運

営
等
）

・
デ
ジ
タル
を
活
用
した
よ
り効

果
的
な
取
組
等
の
実
施
を
検
討

（
IC

T等
を
活
用
した
地
域
課
題
解
決
の
取
組
の
実
施
等
）

等

社
会
教
育
施
設
を
拠
点
とし
た
、地

域
住
民
が
主
体
的
に
学
べ
る
教
育
環
境
の
実
現

（
地
域
課
題
解
決
に
向
け
た
取
組
の
充
実
、効

果
的
・効
率
的
な
施
設
運
営
、社

会
教
育
施
設
が
地
域
コミ
ュニ
テ
ィの
基
盤
とし
て
機
能
）

支
援
方
策
・事
例
の
紹
介

専
門
家
派
遣
に
よ
る
助
言

説
明
会
・研
修
会
の
実
施

個
別
案
件
に
対
応
した
支
援

調
査
・効
果
分
析

等

メー
ル
・電
話
等
で
相
談

➤
PP

P/
PF

I等
の
活
用
に
よ
る
取
組
の
質
・利
便
性
等
の
向
上
、行

政
コス
トの
削
減

➤
デ
ジ
タル
の
活
用
に
よ
る
取
組
の
質
・利
便
性
の
向
上
、地

域
課
題
の
解
決

等

・
社
会
教
育
施
設
に
お
け
る
デ
ジ
タル
の
効
果
的
な
活
用
や

PP
P/

PF
Iの

導
入
を
検
討
す
る
自
治
体
数
の
増
加

・
PP

P/
PF

Iの
活
用
や
デ
ジ
タル
環
境
の
整
備
等
を
行
う施

設
の
増
加

デ
ー
タ

蓄
積

（
民
間
団
体
向
け
委
託

×
１
か
所
）

→
令
和

7年
度
は
自
治
体
へ
の
個
別
案
件
支
援
の
更
な
る
加
速

（
令
和

5年
度
よ
り実

施
）

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
地
域
学
習
推
進
課
）

経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
24

（
令
和
６
年
６
月

21
日
閣
議
決
定
）

（
４
）
戦
略
的
な
社
会
資
本
整
備

（
PP

P/
PF

Iの
推
進
）

公
共
サ
ー
ビス
を
効
率
的
か
つ
効
果
的
に
提
供
す
る

PP
P/

PF
Iに
つ
い
て
、 改
定
ア
ク
シ
ョン
プ
ラ
ン
に
掲
げ
る
目

標
を
着
実
に
達
成
す
る
こと
を
目
指
し
、取

組
を
更
に
推
進
す
る
。ウ
ォー
ター

PP
Pや
ス
タジ
ア
ム
・ア
リー
ナ
等
の

重
点
分
野
へ
の
事
業
化
支
援
を
継
続
しつ
つ
、自

衛
隊
施
設
、国

立
公
園
、火

葬
場
の

PP
P/

PF
Iを
推
進
す
る
。

PP
P/

PF
I推
進
ア
ク
シ
ョン
プ
ラ
ン
（
令
和

6年
改
定
版
）

（
R

6.
6.

3
民
間
資
金
等
活
用
事
業
推
進
会
議
決
定
）

（
２
）
重
点
分
野
と目

標
ⅱ
）
各
重
点
分
野
に
お
け
る
取
組

⑥
文
化
・社
会
教
育
施
設

令
和
４
年
度
か
ら公

共
施
設
等
運
営
事
業
等
の
活
用
に
向
け
た
取
組
を
抜
本
的
に
強
化
し、
令
和
８
年
度
ま

で
に
１
０
件
の
具
体
化
を
目
標
とす
る
。さ
らに
、令

和
１
３
年
度
ま
で
に
３
５
件
の
具
体
化
を
狙
う。
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（５）学校安全推進事業 
 

（前 年 度 予 算 額  ２９５，０２６千円） 

令和７年度要求額  ３２１，４２１千円  

 

１．趣 旨 

我が国においては、東日本大震災及び台風・集中豪雨等による自然災害、登下校中の子供

が巻き込まれる交通事故、学校内外において不審者による子供の安全を脅かす事件、熱中症

事故等の生活上の様々な事故等が発生するなど、子供たちを取り巻く安全上の課題が複雑

化・多様化している。 

安全に対する取組は全ての世代において行われるべきであるが、学校安全の取組は、安全

に関する資質・能力を身に付けた児童生徒等が将来社会人となり、様々な場面で活躍するこ

とを通じて、社会全体の安全意識の向上や安全で安心な生活や社会を実現するという点で

極めて重要な意義がある。 

このため、教職員や児童生徒等の防犯、交通安全、防災、その他生活安全に関する意識の

向上を図り、児童生徒等が安全に関する資質・能力を身につける安全教育の充実や、児童生

徒等の生活の場である学校の安全管理体制の充実などについて、家庭・地域・関係機関等と

の連携・協働を図りつつ、その取組を推進する。 

また、実効性ある学校安全施策を進めるために必要な調査研究を実施する。 

 

２．事業内容 

（１） 学校安全教室の推進               42,134 千円（28,752 千円） 

①指導者養成事業 

学校安全教室（生活安全教室、交通安全教室及び災害安全教室等）の講師とな 

る教職員等に対する講習会や、教職員、管理職等向けの安全対応能力等の向上の

ための講習会（現代的課題に対応するための研修や訓練、事故防止・事故対応に

関する講習会、AEDの取扱いを含む心肺蘇生法実技講習会）を実施するための経

費を支援する。［都道府県・指定都市教育委員会］ 

②リーフレット作成・配付 

防犯、交通安全、防災に関する内容について、クイズ形式で学べるリーフレット 

を作成し、全国の新１年生（小学校、義務教育学校前期課程、特別支援学校小学

部）に配付する。 

③動画コンテンツ（交通安全教育）作成 

交通安全上のルールやマナーを正しく理解して行動するとともに、危険を回避す 

るための能力を身に付けることができるよう、子供たちの発達段階に応じた動画

コンテンツを作成し、全国展開を図る。 
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（２）学校安全総合支援事業             239,287 千円（210,935 千円） 

「第３次学校安全の推進に関する計画」（令和４年３月25日閣議決定）を受け、学校安全計

画に基づく実践的な取組の充実や、地域と連携した安全教育の展開など、学校種・地域の特性

に応じた地域全体での学校安全推進体制の構築を図るため、セーフティプロモーションスクー

ル（SPS）等の先進事例を参考にして、学校安全の組織的取組と外部専門家の活用を進めると

ともに、各自治体内での国立・私立を含む学校間連携を促進する取組を支援する。［都道府

県・指定都市教育委員会］ 

また、学校安全に係る専門性向上支援を図るため、教育委員会や学校関係者を対象とした周

知啓発のためのセミナーの開催や、学校安全推進体制が十分でない自治体や学校に対して「安

全点検要領」等を活用した指導助言を行うアドバイザーの派遣等を行うとともに、通学時等を

含めた学校安全について、地域ごとの環境等の違いを踏まえた効果的な対策等を検討する。さ

らに、SPS認証校及び自治体モデル地域拠点校の取組から、優良事例を抽出した上で、共通

点・成果・課題等を整理・分析し、全国の学校が取り入れやすい形にまとめた資料を作成し、

研修会等で自治体や学校に伝えるとともに、次の「学校安全の推進に関する計画」を検討する

際の資料として活用する。 

（３）学校安全の推進に関する調査研究         40,000 千円（55,339 千円） 

令和６年度の学校安全の推進に関する有識者会議における議論を踏まえつつ、学校安全

の推進を図るための家庭・地域・関係機関等との連携・協働体制や校内体制の整備につい

て事例を収集し、地域特性等を踏まえたパターン別で整理し、展開する。また、法律上の

策定義務である学校安全計画や危機管理マニュアルにおける見直しの好事例についても収

集・展開する。  
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学
校
安
全
推
進
事
業 ＜

目
指
す
姿
＞

●
全
て
の
児
童
生
徒
等
が
、自

ら適
切
に
判
断
し、
主
体
的
に
行
動
で
き
る
よ
う、
安
全
に
関
す
る
資
質
・能
力
を
身
に
付
け
る
こと

●
学
校
管
理
下
に
お
け
る
児
童
生
徒
等
の
死
亡
事
故
の
発
生
件
数
に
つ
い
て
限
りな
くゼ
ロに
す
る
こと

●
学
校
管
理
下
にお
ける
児
童
生
徒
等
の負

傷
・疾
病
の発

生
率
につ
いて
、障
害
や
重
度
の負

傷
を伴
う事
故
を中
心
に減
少
させ
るこ
と

＜
推
進
方
針
＞

①
学
校
安
全
に
関
す
る
組
織
的
取
組
の
推
進

②
家
庭
、地

域
、関

係
機
関
等
との
連
携
・協
働
に
よ
る
学
校
安
全
の
推
進

③
学
校
に
お
け
る
安
全
に
関
す
る
教
育
の
充
実

④
学
校
に
お
け
る
安
全
管
理
の
取
組
の
充
実

⑤
学
校
安
全
の
推
進
方
策
に
関
す
る
横
断
的
な
事
項
等

②
学
校
安
全
総
合
支
援
事
業
（

23
9百

万
円
（
前
年
度

21
1百

万
円
）
）

現
状
・課
題

事
業
内
容

①
学
校
安
全
教
室
の
推
進
（

42
百
万
円
（
前
年
度

29
百
万
円
）
）

③
学
校
安
全
の
推
進
に
関
す
る
調
査
研
究
（

40
百
万
円
（
前
年
度

55
百
万
円
）
）
【委
託
事
業
、民

間
企
業
対
象
】

学
校
教
育
活
動
中
や
登
下
校
中
に
お
け
る
事
件
・事
故
、地

震
を
は
じめ
とす
る
自
然
災
害
等
、子

供
た
ち
を
取
り巻

く学
校
安
全
上
の
課
題
が
複
雑
化
・多
様
化
す
る
中
で
、

児
童
生
徒
等
が
生
き
生
き
と活

動
し、
安
全
で
安
心
な
社
会
づ
くり
に
貢
献
で
き
る
よ
うに
す
る
た
め
に
、家

庭
、地

域
、関

係
機
関
等
との
連
携
・協
働
に
よ
る
学
校
安
全
の
充
実

が
不
可
欠
。

目
標
・方
針

●
安
全
に
関
す
る

資
質
・能
力
育
成

●
死
亡
事
故
ゼ
ロ

●
重
大
事
故
減
少

①
教
職
員
研
修
の
実
施
に
よ
る

安
全
教
育
の
質
確
保

③
デ
ー
タ
活
用
・学
校
安
全
の
「見
え
る
化
」等
に
よ
る

事
故
防
止
・各
学
校
の
取
組
改
善


学
校
安
全
教
室
の
講
師
とな
る
教
職
員
等
に
対
す
る
講
習
会

（
生
活
安
全
教
室
、交

通
安
全
教
室
、災

害
安
全
教
室
等
）

【委
託
事
業
、都

道
府
県
・指
定
都
市
教
育
委
員
会
対
象
、平

成
15
年
度
事
業
開
始
】


小
学
校
新
１
年
生
向
け
リー
フレ
ット
の
作
成
・配
布
、動

画
コン
テ
ン
ツ作

成
等

②
家
庭
、地
域
、関
係
機
関
等
との
連
携
・協
働
、 

 
校
内
組
織
の
充
実
、モ
デ
ル
事
業
実
施
等
に
よ
る

組
織
的
安
全
教
育
・管
理
の

充
実
、質

向
上


セ
ー
フテ
ィプ
ロモ
ー
シ
ョン
ス
クー
ル
の
考
え
方
を
取
り入

れ
た
組
織
的
な

学
校
安
全
推
進
体
制
の
構
築

   
  【
委
託
事
業
、都

道
府
県
・指
定
都
市
教
育
委
員
会
対
象
、平

成
24
年
度
事
業
開
始
】


学
校
安
全
に
係
る
専
門
性
の
向
上
支
援

   
  【
委
託
事
業
、民

間
企
業
等
対
象
、令

和
４
年
度
事
業
開
始
】


学
校
安
全
の
モ
デ
ル
的
取
組
に
関
す
る
実
態
調
査

 【
委
託
事
業
、民

間
企
業
等
対
象
、令

和
７
年
度
新
規
事
業
】

●
学
校
安
全
の
推
進
に
関
す
る
計
画
に
係
る
調
査
研
究
：
学
校
安
全
の
推
進
を
図
る
た
め
の
家
庭
・地
域
・関
係
機
関
等
との
連
携
・協
働
体
制
や
校
内
体
制
の
整
備
に
つ
い
て
事
例
を
収

集
し、
地
域
特
性
等
を
踏
ま
え
た
パ
ター
ン
別
で
整
理
し、
展
開
す
る
。ま
た
、法

律
上
の
義
務
で
あ
る
学
校
安
全
計
画
や
危
機
管
理
マ
ニ
ュア
ル
の
見
直
しの
好
事
例
も
収
集
・展
開
す
る
。

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

32
1百

万
円

（
前
年
度
予
算
額

 2
95
百
万
円
）

第
３
次
学
校
安
全
の
推
進
に

関
す
る
計
画

（
令
和

4年
3月

25
日
閣
議
決
定
）

学
校
安
全
の

推
進
に
関
す
る

有
識
者
会
議

学
校
保
健
安
全
法

（
昭
和

33
年
法
律
第

56
号
）

進
捗
管
理

政
策
提
言

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
男
女
共
同
参
画
共
生
社
会
学
習
・安
全
課
）
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（６）地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 

 

（前 年 度 予 算 額  ３２８，７９９千円） 

令和７年度要求額  ３４５，９２９千円  
 

１．趣 旨 

学校、通学路の安全確保に向け、昨今の児童生徒の尊い命を奪う交通事故・事件の発生も

踏まえ、スクールガード・リーダー等の増員による見守りの充実や、スクールガード等のボ

ランティアの養成・資質向上を促進することにより、警察や保護者、PTA 等との連携の下で

見守り体制の一層の強化を図る。 

 

２．事業内容 

スクールガード・リーダーやスクールガード（学校安全ボランティア）等の活用、通学時

における安全確保のためのスクールバスの整備支援等により、学校や通学路における子供

の安全確保をより一層強化し、地域社会と連携した学校安全に関する取組を通じて、地域力

の強化を図る。 

（１）スクールガード・リーダーの育成支援 

スクールガード・リーダーの資質を備えた人材（警察官 OB・教職員 OB・防犯協会役

員等）に対する育成講習会を実施する。 

（２）スクールガード・リーダーに対する活動支援 

スクールガード・リーダーによる指導、見守り活動に対する謝金、各学校を定期的に

巡回するための旅費等を補助する。 

学校等の巡回活動等を円滑にするためにスクールガード・リーダーの連絡会等の開

催を支援、装備品の充実を図る。 

（３）スクールガード（ボランティア）の養成・資質向上 

通学路で子供たちを見守るスクールガードが防犯に対する知識や、非常時の対応策

等を身に付けるための養成講習会を実施する。 

活動の参考となる資料を配布することによる見守りの質の向上を図る。 

（４）スクールガード増員による見守りの強化及び活動に対する支援 

スクールガード等を募集するための広報紙等の作成費用を補助する。 

「登下校防犯プラン」等に基づく、登下校時のパトロールや地域の連携の場の構築な

ど防犯活動への支援を行う。 

子供の見守り活動に係る帽子や腕章などの消耗品費、ボランティア保険料を補助する。 

（５）通学時における安全確保のためのスクールバスの整備支援 

スクールガードの見守り等が困難な場合などにスクールバスの購入費を補助する。 
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地
域
ぐる
み
の
学
校
安
全
体
制
整
備
推
進
事
業

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

 3
46
百
万
円

 
（
前
年
度
予
算
額

 
 

32
9百

万
円
）

昨
今
、児

童
生
徒
の
尊
い
命
を
奪
う事

件
・事
故
が
後
を
絶
た
な
い
こと
か
ら、
学
校
や
通
学
路
に
お
け
る
子
供
の
安
全
確
保
を
図
る
た
め
、ス
クー
ル
ガ
ー
ド・
リー
ダー

等
の
増
員
に
よ
る
見
守
り活

動
の
充
実
、ス
クー
ル
ガ
ー
ド等

の
ボ
ラン
テ
ィア
の
養
成
・資
質
向
上
の
促
進
、警

察
や
保
護
者
、P

TA
等
との
連
携
の
下
で
見
守
り体

制
の
一
層
の
強
化
な
どの
体
制
整
備
が
必
要
とさ
れ
て
い
る
。

○
ス
クー
ル
ガ
ー
ド
・リ
ー
ダ
ー
に
よ
る
助
言
、見

守
り活

動
に
対
す
る
謝
金
、各

学
校
を
定
期
的
に
巡
回
す
る
た
め

の
旅
費
等
の
補
助

○
学
校
等
の
巡
回
活
動
等
を
円
滑
に
す
る
た
め
に
ス
クー

ル
ガ
ー
ド
・リ
ー
ダ
ー
の
連
絡
会
等
の
開
催

を
支
援
、

装
備
品
の
充
実

○
通
学
路
の
見
守
りを
担
うス
クー
ル
ガ
ー
ドや
、学

校
の

安
全
点
検
等
に
参
画
す
る
ボ
ラン
テ
ィア
が
必
要
な
知

識
等
を
身
に
着
け
る
た
め
の
養
成
講
習
会
の
実
施

○
活
動
の
参
考
とな
る
資
料
の
作
成
や
配
布
す
る
こと
に

よ
る
見
守
りの
質
の
向
上

○
ス
クー
ル
ガ
ー
ド
等
を
募
集
す
る
た
め
の
広
報
紙
や
ポ

ス
ター
、看

板
等
の
作
成
費
用
の
補
助

○
「登
下
校
防
犯
プ
ラン
」等
に
基
づ
く、
登
下
校
時
の

パ
ト
ロ
ー
ル
や
地
域
の
連
携
の
場
構
築
な
ど防

犯
活

動
へ
の
支
援

○
子
供
の
見
守
り活

動
に
係
る
帽
子
や
腕
章
な
どの
消

耗
品
費
、ボ
ラン
テ
ィア
保
険
料
の
補
助

「地
域
の
連
携
の
場
」の
構
築
な
ど

地
域
全
体
で
見
守
る
体
制
を
強
化

国
公
私
立
学
校

警
察

地
域
住
民

保
護
者

PT
A

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・リ
ー
ダ
ー
の

育
成
支
援

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・リ
ー
ダ
ー
に

対
す
る
活
動
支
援

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
等
（
ボ
ラ
ン
テ
ィア
）

の
養
成
・資
質
向
上

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
増
員
に
よ
る

見
守
りの
強
化
及
び
活
動
に
対
す
る
支
援

○
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・リ
ー
ダ
ー
の
資
質
を
備
え
た
人
材

（
警
察
官

O
B・
教
職
員

O
B・
防
犯
協
会
役
員
等
）

に
対
す
る
育
成
講
習
会
の
実
施

○
各
種
講
習
会
等
へ
の
参
加
支
援
（
他
の
自
治
体
で

開
催
す
る
育
成
講
習
会
へ
の
参
加
支
援
も
含
む
）

地
域
ぐる
み
で
子
供
の
安
全
を

守
る
体
制
構
築

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・リ
ー
ダ
ー
育
成

講
習
会
や
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
等
ボ
ラ
ン
テ
ィア
の

養
成
講
習
会
の
開
催
に
係
る
経
費
を
補
助
し
、

見
守
りの
人
材
確
保
と質

の
向
上

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・リ
ー
ダ
ー
が

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
等
の
ボ
ラ
ン
テ
ィア
に
対
し
て
、

見
守
りや
安
全
点
検
、不
審
者
対
応
等

の
ポ
イ
ン
ト
等
に
つ
い
て
指
導
・助
言

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド

(学
校
安
全
ボ
ラ
ン
テ
ィア

)

地
域
の
つ
な
ぎ
役

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・リ
ー
ダ

ー

防
犯

【
補
助
事
業
（
補
助
率
：
国
庫
補
助
率

1/
3、
都
道
府
県
・市
町
村
各

1/
3
※
市
町
村
直
接
実
施
の
場
合

2/
3負
担
）
、実
施
主
体
：
都
道
府
県
及
び
市
町
村
、平
成

17
年
度
事
業
開
始
】

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
男
女
共
同
参
画
共
生
社
会
学
習
・安
全
課
）

背
景
・課
題

事
業
内
容

○
危
険
な
通
学
路
の
変
更
や
ス
クー
ル
ガ
ー
ド
の
見
守
りが

困
難
な
場
合
な
どに
ス
クー
ル
バ
ス
の
購
入
費
を
補
助

通
学
時
に
お
け
る
安
全
確
保
の
た
め
の
ス
ク

ー
ル
バ
ス
の
整
備
支
援
（
新
規
）

ス
ク
ー
ル
バ
ス
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（７）生命（いのち）の安全教育推進事業 

 

（前 年 度 予 算 額  ２５，３８１千円） 

令和７年度要求額  ３４，０１０千円  
 

１．趣 旨 

性犯罪・性暴力は被害者の尊厳を著しく踏みにじる行為であり、決して許されないもので

ある。 

政府は、令和２年６月「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」（性犯罪・性暴力対策強化の

ための関係府省会議決定）を策定し、令和２年度から４年度までを性犯罪・性暴力対策の「集

中強化期間」として対策の強化を行ってきたが、これまでの取組の継続・強化のため、令和

５年３月に「性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針」を策定し、令和５年度から７年度ま

での３年間を「更なる集中強化期間」と位置づけたところである。 

 当該方針では、文部科学省に対し、関係府省とも連携して、生命の尊さを学び命を大切に

する教育、自分や相手、一人ひとりを尊重する教育を推進し、子供たちを性暴力の加害者に

させない、被害者にさせない、傍観者にさせないための教育・啓発活動を実施することが求

められている。 

 本年６月に決定された「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2024（女性版骨太の方針 2024）」

においても、「生命（いのち）を大切にし、こどもたちを性暴力の加害者、被害者、傍観者

にさせないため、「生命（いのち）の安全教育」を推進する。発達段階に応じ、就学前の教

育・保育を含め、学校等において「生命（いのち）の安全教育」が実施されるよう、これま

で構築した多種多様な指導モデルも活用しながら、自治体における普及展開に関する取組

を支援することで、全国展開を加速化する。」ことが明記されたところである。 

 また、「経済財政運営と改革の基本方針 2024（骨太の方針 2024）」においても、「生命（い

のち）の安全教育」を推進することが盛り込まれた。 

これまで、生命（いのち）の安全教育推進事業では、教材・指導の手引きの作成、動画教

材の作成、モデル事業の実施等の取組を行うとともに、学校現場での実践をより後押しする

ため、事例集（令和３・４年度実践例）の公表や全国フォーラムの開催を行い、「生命（い

のち）の安全教育」の全国展開を図ってきた。 

 令和４年 12月には、生徒指導提要の改訂において、性犯罪・性暴力に関する対応につい

て生徒指導の観点から整理し、課題未然防止教育として、「各教科や道徳科、学級・ホーム

ルーム活動等において、全ての児童生徒が性犯罪・性暴力に対して適切な行動をとれる力を

身につけることができるように「生命（いのち）の安全教育」を実施」することとされ、生

徒指導における位置づけが明確化された。 

このように、様々な取組を進めているところであるが、性犯罪・性暴力の撲滅に向けては、

取組の一層の加速が必要である。これまでの事業成果を活用しながら、全国の学校等におい

て「生命（いのち）の安全教育」が実施・拡大していくよう、更なる普及展開に向けた取組
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を行う。 

２．事業内容 

（１）事業審査・評価委員会の開催             3,324 千円（3,121 千円） 

学識経験者、学校関係者、地方公共団体、NPO 等の有識者で組織した委員会において、

事業の審査及び評価等について検討を行う。 

（２） 普及展開事業の実施                22,080千円（22,260千円） 

① 生命（いのち）の安全教育の更なる拡大のため、特定の都道府県や市区町村におい

てモデル地域を設定し、当該域内での全校実施を目指す教育委員会等の普及展開に

関する取組を支援する。 

② 教育委員会等と連携し、ワンストップ支援センター運営団体が複数校で「生命（い

のち）の安全教育」を実施する取組を支援する。 

（３）「生命（いのち）の安全教育」教材・指導の手引き等の改善  8,606 千円（新規） 

事業実施後の状況を踏まえ、有識者委員会において教材・指導の手引き等の検証を行

い、必要な改善を行う。また、大学の教員養成課程で活用できる資料を作成する。 
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２
．
教
材
・指
導
の
手
引
き
等
の
改
善
等

 

生
命
（
い
の
ち
）
の
安
全
教
育
推
進
事
業

背
景

 こ
れ
ま
で
、教

材
・指
導
の
手
引
き
の
作
成
・動
画
教
材
の
作
成
、モ
デ
ル
事
業
の
実
施
、生

徒
指
導
提
要
に
「生
命
（
い
の
ち
）
の
安
全
教
育
」を
盛
り込

む
等
の
取
組
を
行
うと
とも
に
、学

校
現
場

で
の
実
践
を
よ
り後

押
しす
る
た
め
、事

例
集
の
公
表
や
全
国
フォ
ー
ラム
の
開
催
を
行
い
、「
生
命
（
い
の
ち
）
の
安
全
教
育
」の
全
国
展
開
を
図
って
き
た
とこ
ろ
。

 
これ
ら
の
取
組
を
一
層
加
速
さ
せ
る
た
め
、「
生
命
（
い
の
ち
）
の
安
全
教
育
」の
普
及
展
開
を
行
う。


「性
犯
罪
・性
暴
力
対
策
の
強
化
の
方
針
」（
令
和
２
年
６
月
）
に
基
づ
き
、内

閣
府
・文
部
科
学
省
が
連
携
し、
令
和
３
年
４
月
に
、発

達
段
階
に
応
じた
、「
生
命
（
い
の
ち
）
を
大
切
に
す

る
」「
加
害
者
に
な
ら
な
い
」「
被
害
者
に
な
ら
な
い
」「
傍
観
者
に
な
ら
な
い
」た
め
の
「生
命
（
い
の
ち
）
の
安
全
教
育
」 教
材
及
び
指
導
の
手
引
き
を
作
成
。


生
徒
指
導
提
要
（
改
訂
版
・令
和
４
年

12
月
公
表
）
（
※
）
に
お
け
る
性
犯
罪
・性
暴
力
に
関
す
る
対
応
とし
て
「生
命
（
い
の
ち
）
の
安
全
教
育
」の
実
施
が
盛
り込

ま
れ
る
。

（
※
）
生
徒
指
導
に
関
す
る
学
校
・教
職
員
向
け
の
基
本
書


これ
ま
で
の
性
犯
罪
・性
暴
力
対
策
の
「集
中
強
化
期
間
」（
令
和
２
年
度
～
４
年
度
）
に
よ
る
取
組
を
継
続
・強
化
す
る
た
め
、「
性
犯
罪
・性
暴
力
対
策
の
更
な
る
強
化
の
方
針
」（
令
和
５

年
３
月
）
が
決
定
し、
令
和
５
年
度
～
７
年
度
を
「更
な
る
集
中
強
化
期
間
」と
位
置
付
け
、取

組
を
継
続
・強
化
す
る
こと
とし
て
い
る
。

生
命
（
い
の
ち
）
を
大
切
に
し
、
こ
ど
も
た
ち
を
性
暴
力
の
加
害
者
、
被
害
者
、
傍
観
者
に
さ
せ
な
い
た
め
、
「
生
命
（
い
の
ち
）
の
安
全
教
育
」
を
推
進
す
る
。

発
達
段
階
に
応
じ
、
就
学
前
の
教
育
・
保
育
を
含
め
、
学
校
等
に
お
い
て
「
生
命
（
い
の
ち
）
の
安
全
教
育
」
が
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
こ
れ
ま
で
構
築
し
た
多
種
多

様
な
指
導
モ
デ
ル
も
活
用
し
な
が
ら
、
自
治
体
に
お
け
る
普
及
展
開
に
関
す
る
取
組
を
支
援
す
る
こ
と
で
、
全
国
展
開
を
加
速
化
す
る
。

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

34
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

 
 

 2
5百

万
円
）

背
景
等

１
．
普
及
展
開
事
業
の
実
施

 

「女
性
活
躍
・男
女
共
同
参
画
の
重
点
方
針

20
24

（
女
性
版
骨
太
の
方
針

20
24
）

R
6.

6.
11

【事
業
開
始
年
度
：
令
和
３
年
度
】

a校

「生
命
（
い
の
ち
）
の
安
全
教
育
」の
更
な
る
拡
大
の
た
め
、特

定
の
都
道
府
県
や
市
区
町
村
に

お
い
て
モ
デ
ル
地
域
を
設
定
し、
当
該
域
内
で
の
全
校
実
施
を
目
指
す
教
育
委
員
会
等
の
普
及

展
開
に
関
す
る
取
組
を
支
援

事
業
実
施
後
の
状
況
を
踏
ま
え
、有

識
者
委
員
会
に
お
い
て
教
材
・指
導
の
手
引
き
等
の
検
証
を
行
い
、必

要
な
改
善
を
行
う。

ま
た
、大

学
の
教
員
養
成
課
程
で
活
用
で
き
る
資
料
を
作
成
す
る
。

新
規

支
援
内
容

•
コー
デ
ィネ
ー
ター
の
設
置

•
研
究
協
議
会
、研

修
の
実
施

等

b校

C
校

【
教
育
委
員
会
が
実
施
】

モ
デ
ル
地
域
の

設
定

協
力

（
拠

点
校

）

授
業
実
施

支
援

教
育

委
員

会
（
首

長
部

局
も
可

）

【
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
支
援
セ
ン
タ
ー
が
実
施
】

a校

b校

C
校

授
業
実
施

支
援

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
支

援
セ
ン
タ
ー

教
育

委
員

会

連
携

協
議

会

首
長

部
局

（
注
２
）
国
は
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
支
援
セ
ン
タ
ー
と
委
託
契
約
を
締
結

セ
ン
タ
ー
か
ら
ノ
ウ
ハ
ウ
を
学
ん

だ
ら
先
生
も
授
業
で
き
る
ね

教
育
委
員
会
等
と連

携
し
、ワ
ン
ス
ト
ップ
支
援
セ
ン
タ
ー
（
注
１
）
運
営
団
体
が
複
数
校
で

「生
命
（
い
の
ち
）
の
安
全
教
育
」を
実
施
す
る
取
組
を
支
援

メ
ニ
ュー
①

メ
ニ
ュー
②

•
モ
デ
ル
地
域
内
で
の
授
業
実
施

•
未
実
施
校
に
対
す
る
モ
デ
ル
プ
ログ
ラム
や
ノウ
ハ
ウ
提
供

（
注
２
）

（
注
１
）
性
犯
罪
・性
暴
力
被
害
者
の
た
め
の
ワ
ン
ス
トッ
プ
支
援
セ
ン
ター
：
自
治
体
の
委
託
等
に
よ
り公

益
財
団
等
が

運
営
す
る

47
都
道
府
県
に
設
置
され
た
性
犯
罪
・性
暴
力
に
関
す
る
相
談
窓
口

被
害
児
童
支
援
の
充
実
も

図
れ
る
よ
ね

こ
ど
も
性
暴
力
防
止
法
や
「
生
命
（
い
の
ち
）
の
安
全
教
育
」
、
加
害
者
更
生
に
向
け
た
取
組
、
性
嗜
好
障
害
に
対
す
る
治
療
を
含
め
た
こ
ど
も
性
暴
力
防
止
に
向

け
た
総
合
的
な
対
策
を
始
め
、
こ
ど
も
の
安
全
対
策
や
、
産
後
ケ
ア
事
業
、
新
生
児
マ
ス
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
・
新
生
児
聴
覚
検
査
・
乳
幼
児
健
診
を
推
進
す
る

経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
24

（
骨
太
の
方
針

20
24
）
」

R
6.

6.
21

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
男
女
共
同
参
画
共
生
社
会
学
習
・安
全
課
）

53



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８． 
リ・スキリングを含めたリカレント教育等 

社会人の学び直しの機会の拡充 
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（１）リカレント教育エコシステム構築支援事業 

 

                               （ 新  規 ） 

令和７年度要求額  ２，５７０，４１８千円  

 

１．趣 旨 

我が国では、少子化により労働人口が減少する中、労働生産性の向上は国家的課題である。

日本企業のＯＪＴ以外の人材投資（対ＧＤＰ比）は先進国と比較して最も低く、さらに、社

外学習・自己啓発を行っていない個人の割合は諸外国と比べて著しく高く、労働生産性は

OECD 諸国の中でも最下位レベルである。また地方では、人材（育成）不足や若者の都市部

への移住など、地域産業の担い手が今後さらに不足していくことが見込まれており、リカレ

ント教育やリスキリングにより人材の育成を図ることが必要である。 

「経済財政運営と改革の基本方針 2024」、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実

行計画 2024 改訂版」や「統合イノベーション戦略 2024」などを踏まえ、地域の産学官連携

プラットフォームを活用し、経営者等を対象としたリカレント教育プログラムの実施や、企

業成長や労働移動につながるリカレント教育プログラムを産学協働体制で開発するなど、

産学官が連携して持続的にリカレント教育を推進することが求められている。 

産学官の連携により、①企業等は生産性の向上等企業成長を図り、人材投資を促進し、②

個人は学びが人事上処遇に反映され、働きながら学びの成果を実感でき、③大学等は企業や

個人の期待に応える教育プログラムを提供し地域に貢献するとともに、自ら財源を確保す

るなどの効果が期待できる。このように、日本社会、地域社会の持続的発展に向けて、大学

等が地域や産業界と連携・協働して、経営者を含む地域や産業界の人材育成ニーズを踏まえ

たリカレント教育プログラムを開発するとともに、リカレント教育による産学官連携プラ

ットフォームや、産学連携の協働体制を構築する取り組みを促進し、産業界・個人・大学等

によるリカレント教育エコシステムの構築を推進する。 

 

２．事業内容 

（１）産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援  1,249,175 千円 

産官学金の関係機関で構成される「リカレント教育プラットフォーム」を構築した上

で、地域の産業構造を踏まえた人材育成に関する課題を整理し、その解決に向け、域内

の大学等が行うリカレント教育とのマッチングを図る。さらに、経営者層をはじめとす

る企業側の意識改革や従業員の学び直しに関する環境整備促進も見据えた、地域単位

でのリカレント教育を継続的に支援していくことで、行政とも連携した大学でしか育

成できない能力・スキルについて認識を深め、企業等の人材育成戦略に大学等での学び

を位置付けていく取組を推進していく。 

企業等を中心に、大学等を活用したリカレント教育に対する企業側の評価方法の方
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針策定や従業員の学習環境整備等を含む、地域における総合的リカレント教育推進体

制の整備を促進する。 

（２）リカレント教育による新時代の産学協働体制構築支援       899,406 千円

大学等においては教育資源を提供して、ＧＸ、グリーンケミカルやエネルギーなど業

界ごとの人材育成ニーズに応じた主体的なリカレント教育プログラム開発するととも

に、リカレント教育を持続的に推進するための全学的な体制整備等を行う。さらに、学

習歴の可視化に資するようデジタルバッジの発行にも取り組む。また、企業等において

は当該プログラムへの従業員の派遣を人事研修等として位置づけ、受講成果の処遇へ

の反映を含め、従業員の学びやすい環境整備に取り組むとともに、プログラムの効果検

証を行うなど、大学と企業等が連携して協働体制を構築し、我が国の社会の成長基盤盤

となる人材育成を図る。 

（３）プログラム実施・拠点構築の支援・分析               419,685 千円

大学等では継続的にプログラムを実施するためのコーディネーターの育成をはじめ、

体制整備や必要な学内調整を進めていく必要があるため、組織整備・プライシングを含

めたプロジェクトマネジメントに係るノウハウ・知見を提供するとともに、産業界との

対話やプログラム改善に係る伴走支援を実施する。 

企業等においては、受講生として派遣する従業員の受講前後の能力測定や受講成果

の効果検証を実施していく必要があるため、調査設計から実施の効果検証まで、必要な

取組の伴走支援を企業等に提供するとともに、その手法・ノウハウを普及啓発する。 

併せて、開発したリカレント教育プログラムや効果検証における手法・ノウハウの普

及啓発を行う。 
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リ
カ
レ
ン
ト
教
育
エ
コ
シ
ス
テ
ム
構
築
支
援
事
業


労
働
人
口
の
減
少
は
不
可
避
で
あ
る
中
、
労
働
生
産
性
の
向
上
は
国
家
的
課
題
で
あ
り
、
リ
カ
レ
ン
ト

教
育
に
取
り
組
む
こ
と
が
不
可
欠

※
仕
事
関
連
の
成
人
学
習
参
加
率
が
高
い
国
ほ
ど、
労
働
生
産
性
が
高
い
傾
向
に
あ
る
が
、
我
が
国
で
は
企
業
の
O
JT
以
外
の
人
材
投

資
は
諸
外
国
と比
べ
て
低
い
。
さ
ら
に
社
外
学
習
・自
己
啓
発
を
行
って
い
な
い
個
人
の
割
合
が
諸
外
国
よ
りも
高
い
。


V
U
C
A
の
時
代
に
あ
っ
て
真
に
必
要
と
さ
れ
る
ス
キ
ル
は
、
資
格
や
検
定
で
は
な
く「
分
野
横
断
的
知
識
・

能
力
」「
理
論
と
実
践
の
融
合
」「
分
析
的
思
考
」等
※
で
あ
り
、
リカ
レ
ン
ト
教
育
を
大
学
等
の
責
務
と
し

て
行
う
必
要

※
経
団
連
産
学
協
議
会
20
22
年
報
告
／
世
界
経
済
フ
ォ
ー
ラ
ム
「仕
事
の
未
来
20
20
」

※
こ
れ
ら
の
能
力
は
職
業
上
も
活
用
可
能
性
が
高
く、
大
学
等
で
の
育
成
が
期
待
さ
れ
る
高
度
な
リ・
ス
キ
リン
グ
で
あ
り、
リカ
レ
ン
ト
教
育
の

一
部
と捉
え
る
。


地
域
が
少
子
高
齢
化
社
会
を
乗
り
越
え
持
続
的
に
発
展
す
る
た
め
に
は
、
地
域
の
人
材
ニ
ー
ズ
を
踏
ま

え
た
人
材
育
成
と
併
せ
て
、
経
営
者
等
へ
の
リ・
ス
キ
リン
グ
を
実
施
す
る
な
ど
、
産
学
官
連
携
に
よ
る
地

域
の
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築
し
、
地
方
創
生
人
材
の
輩
出
を
強
化

背
景
・課
題


支
援
メ
ニ
ュ
ー
（
補
助
金
）

①
産
学
官
連
携
を
通
じ
た
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築
支
援

（
5
千
万
×
2
5
か
所
）
【5
年
間
】

②
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
よ
る
新
時
代
の
産
学
協
働
体
制
構
築
支
援

（
5
千
万
×
1
8
か
所
）
【5
年
間
】


支
援
対
象

・産
学
官
等
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
や
協
働
体
制
を
構
築
し
、
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
を

実
施
す
る
た
め
に
組
織
再
編
等
を
実
施
す
る
大
学
等


支
援
内
容

・プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
等
構
築
経
費
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
等
の
人
件
費
、
外
部
講
師
等
へ
の
謝
金
等

事
業
内
容

・日
本
社
会
、
地
域
社
会
の
持
続
的
発
展
に
向
け
て
、
大
学
等
が
地
域
や
産
業
界
と連
携
・協
働
し
て
、
経
営
者
を
含
む
地
域
や
産
業
界
の
人
材
育
成
ニ
ー

ズ
を
踏
ま
え
た
リカ
レ
ン
ト
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発
し
、
リカ
レ
ン
ト
教
育
に
よ
る
産
学
官
連
携
プ
ラ
ット
フ
ォ
ー
ム
や
、
産
学
連
携
の
協
働
体
制
の
構
築
を
促
進
し
、

産
業
界
・個
人
・大
学
等
に
よ
る
リカ
レ
ン
ト
教
育
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
推
進

【事
業
ス
キ
ー
ム
】

文
部
科
学
省

民
間
事
業
者
等

経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
（
骨
太
の
方
針
）
2
0
2
4
（
令
和
6
年
6
月
2
1
日
閣
議
決
定
）

１
（
２
）
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革

地
域
の
産
学
官
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
活
用
し
た
リ
・ス
キ
リ
ン
グ
の
対
象
に
経
営
者
を
追
加
し
、
2
0
2
9
年
ま
で
に
、
約

5
,0
0
0
人
の
経
営
者
等
の
能
力
構
築
に
取
り
組
む
。
大
学
と
業
界
が
連
携
し
て
、
最
先
端
の
知
識
や
戦
略
的
思
考
を
身
に
付

け
る
リ
・ス
キ
リ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
創
設
し
、
2
0
2
5
年
度
中
に
、
約
3
,0
0
0
人
が
参
加
す
る
こ
と
を
目
指
す
。

３
（
４
）
科
学
技
術
の
振
興
・イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
に
向
け
た
地
域
や
産
業
界
の
学
び
直
し
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
つ
つ
、
産
業
界
・個
人
・教
育
機
関
に
よ
る
リ
カ

レ
ン
ト
教
育
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
創
出
に
向
け
た
取
組
を
加
速
す
る
。

新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画
2
0
2
4
改
訂
版
（
令
和
6
年
6
月
2
1
日
閣
議
決
定
）

Ⅲ
．
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
の
早
期
実
行

（
３
）
③
リ
・ス
キ
リ
ン
グ
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築

企
業
成
⾧
や
労
働
移
動
に
つ
な
が
る
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
産
学
協
働
体
制
で
開
発
す
る
と
と
も
に
、
産
学
官
連
携
で
地
域
の

リ
・ス
キ
リ
ン
グ
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
構
築
す
る
。 産
業
界
・企
業
等

大
学
等

伴
走
支
援

地
方
公
共
団
体

【補
助
金
】

【委
託
費
】

2,
57
0百
万
円

令
和
7年
度
要
求
・要
望
額
（
新
規
）
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（２）専門職業人材の最新技能アップデートのための専修
学校リカレント教育（リ・スキリング）推進事業

（前 年 度 予 算 額 ４０１，６２９千円） 

令和７年度要求額  ４０１，６２９千円 

１．趣 旨 

社会の変化は早く、「Society 5.0」や「DX（デジタル・トランスフォーメーション）」

の実現に向けた取組があらゆる分野で進められており、専門学校を卒業し、専門的職業人材

として社会で活躍する人材においても、かつて学んだ知識・技能だけでは複雑化・高度化す

る課題に対応することは困難となっている。そのため、最新の知識・技能を体系的に学び直

し、より高度なスキルを身に着けていく必要がある。専門的職業人材を輩出する機関として

専修学校がこれまで果たしてきた役割は大きいものの、今後さらにそうした人材のスキル・

知識をアップデートするための学び直しについて積極的な取組が必要である。 

他方、社会人の学び直しの実現に当たっては企業・専門学校側それぞれに課題がある。企

業等の人事担当者の多くは、従業員に身に着けさせたい知識・スキルを体系的な研修プログ

ラムに落とし込んで提供することが困難と考えている。一方、専修学校側は、リカレント講

座の実施に当たり、各業界等のニーズの把握や生徒数の確保について不安を抱えている。 

こうしたことから、専修学校と企業・業界団体等が連携体制を構築し、各職業分野におい

て受講者の知識・スキルを最新のものにアップデートできるリカレント教育のコンテンツ

を作成するとともに、企業・団体のニーズに応じたカスタマイズや受講しやすい環境構築等

により、多くの企業が必要とするリカレント教育を提供することに加え、企業や業界団体を

通じて情報提供を行い、各企業や団体からの紹介により専修学校のリカレント教育講座等

が安定的・持続的に受講者を確保できる体制を構築し、その成果の普及を図る。 

２．事業内容 

（１）専門職業人材の最新知識・技能アップデートプログラムの開発

368,544 千円（368,544 千円） 

各職業分野において、専修学校と企業・業界団体等との連携により、最新の知識・ 

技能を習得することができるリカレント教育プログラムを作成する。作成したプログ

ラムについて業界団体等を通じて情報提供を行い、各企業や団体から専修学校でのリ

カレント教育講座等が安定的・持続的に活用されるよう体制を構築する。

これらの取組をモデルとし、その効果の検証・成果について普及・展開を図る。

（16箇所） 

（２）分野横断連絡調整会議の実施            28,430 千円（28,430 千円）

上記プログラム開発の進捗管理及び連絡調整を実施するとともに、各プログラムに

おいて開発・実証・研究された成果に横串を刺し、それらを体系的にまとめることに

より、専修学校によるリカレント教育の推進方策を検討する。（１箇所） 
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専
門
職
業
人
材
の
最
新
技
能
ア
ップ
デ
ー
ト
の
た
め
の
専
修
学
校
リカ
レ
ン
ト
教
育

（
リ・
ス
キ
リン
グ
）
推
進
事
業

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

40
2百

万
円

背
景
・

課
題

・各
職
業
分
野
に
お
い
て
、進

歩
著
しい
知
識
・技
術
の
ア
ップ
デ
ー
トに
よ
る
個
人
の
資
質
の
向
上
。

（
例
）
自
動
車
整
備

×
 電
気
自
動
車
等
の
クリ
ー
ン
技
術
、建

築
×

 ゼ
ロ・
エ
ネ
ル
ギ
ー
住
宅
な
ど

・企
業
や
団
体
等
か
らの
推
薦
に
よ
り、
安
心
して
学
び
直
しに
取
り組

む
こと
が
可
能
に
。

事
業

概
要

専
修
学
校
と企

業
・業
界
団
体
等
が
連
携
体
制
を
構
築
し、
各
職
業
分
野
に
お
い
て
受
講
者
の
知
識
・

ス
キ
ル
を
最
新
の
も
の
に
ア
ップ
デ
ー
ト
で
き
る
リカ
レ
ン
ト
教
育
の
コン
テ
ン
ツ
を
作
成
す
る
とと
も
に
、企

業
・業
界
団
体
の
ニ
ー
ズ
に
応
じた
カス
タマ
イズ
や
受
講
しや
す
い
環
境
構
築
等
に
よ
り、
多
くの
企
業
が
必

要
とす
る
リカ
レ
ン
ト教

育
を
提
供
す
る
こと
に
加
え
、 業
界
団
体
を
通
じ
て
教
育
コン
テ
ン
ツ
の
情
報
提
供
を

行
う体

制
を
作
る
モ
デ
ル
を
構
築
し、
そ
の
成
果
の
普
及
を
図
る
。

（
前
年
度
予
算
額

40
2百

万
円
）

専
門
職
業
人
材
の
最
新
知
識
・技
能
ア
ップ
デ
ー
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発


各
職
業
分
野
（
専
修
学
校
の
教
育
内
容

8分
野
）
に
お
い
て
、専

修
学
校

と企
業
・業
界
団
体
等
との

連
携
に
よ
り、
最
新
の
知
識
・技
能
を
習
得
す

る
こと
が
で
き
る
リカ
レ
ン
ト
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成
。


作
成
し
た
プ
ロ
グ
ラム
に
つ
い
て
業
界
団
体
等
を
通
じ
て
情
報
提
供
を
行
い
、

各
企
業
や
団
体
か
ら専

修
学
校
で
の
リカ
レ
ン
ト教

育
講
座
等
が
安
定
的
・

持
続
的
に
活
用
され
る
よ
う体
制
を
構
築
。


上
記
取
組
を
モ
デ
ル
とし
、そ
の
効
果
の
検
証
・成
果
に
つ
い
て
普
及
・展
開
。


件
数
・単
価
：

16
分
野

×
23
百
万
円


事
業
期
間
：
令
和

5年
度
～
令
和

7年
度

事
業
メ
ニ
ュー

分
野
横
断
連
絡
調
整
会
議
の
実
施


各
取
組
の
進
捗
管
理
お
よ
び
連
絡
調
整
を
実
施
。


各
取
組
の
事
業
成
果
を
体
系
的
に
ま
とめ
、普

及
・定
着
方
策
を
検
討
。


リカ
レ
ン
ト教

育
関
連
の
動
向
や
各
職
業
分
野
に
関
す
る
最
新
知
識
・技
能

等
に
関
す
る
情
報
収
集
、プ
ログ
ラム
開
発
受
託
団
体
へ
の
提
案
等
。


件
数
・単
価
：
１
か
所

×
28
百
万
円


事
業
期
間
：
令
和

5年
度
～
令
和

7年
度

（
数
値
に
つ
い
て
は
文
部
科
学
省
「専
修
学
校
リカ
レ
ン
ト教

育
総
合
推
進
プ
ロジ
ェク
ト」
調
査
結
果
よ
り）

協
働
に
よ
りリ
カレ
ン
ト教

育
プ
ログ
ラム
を
開
発
・提
供

そ
れ
ぞ
れ
の
強
み
を
生
か
し、
課
題
を
解
決

＜
専
修
学
校
の
リカ
レ
ン
ト
教
育
に
関
す
る
課
題
＞

リカ
レ
ン
ト
講
座
を
開
講
し
て
も
受
講
者
が
集
ま
らな

い
等
、事

業
とし
て
成
立
す
る
か
見
通
す
こと
が
困
難

【参
考
】リ
カレ
ン
ト講

座
の
実
施
に
際
して
の
課
題

・・
・社
会
人
等
の
生
徒
数
の
確
保
：

28
.5
％

企
業
・団
体

＜
専
修
学
校
との
連
携
に
よ
って
解
決
さ
れ
る
こと
＞

•
専
修
学
校
が
持
つ
、 受

講
者
の
レ
ベ
ル
や
ス
キ
ル
に

応
じ
た
教
育
や
学
習
成
果
等
の
評
価
等
に
関
す
る

ノウ
ハ
ウ
の
提
供

専
修
学
校

＜
企
業
・業
界
団
体
の
リカ
レ
ン
ト
教
育
に
関
す
る
課
題
＞

業
界
ニ
ー
ズ
を
具
体
的
な
知
識
や
技
能
に
落
とし
込
み
、

そ
れ
に
見
合
った
学
習
内
容
を
提
供
す
る
の
が
困
難

  【
参
考
】O

ff-
JT
を
実
施
す
る
うえ
で
の
課
題

・・
・身
に
着
け
させ
る
べ
き
知
識
・ス
キ
ル
の
特
定
：

32
.5

%

受
講
者
（
専
門
職
業
人
材
）

背
景 ・

課
題

○
社
会
の
変
化
が
激
しく
、か
つ
て
専
門
学
校
で
学
ん
だ
知
識
・技
能
だ
け
で

は
そ
の
変
化
に
対
応
す
る
こと
は
困
難
。

○
企
業
で
は
社
員
に
対
し必

ず
しも
十
分
な
学
び
直
し
の
時
間
を
確
保
す
る

こと
は
で
き
て
い
な
い
。

○
教
育
未
来
創
造
会
議
の
提
言
、骨

太
の
方
針
等
に
お
い
て
も
リカ
レ
ン
ト

教
育
の
推
進
が
求
め
られ
て
い
る
とこ
ろ
。

事
業
イ
メ
ー
ジ

•
企
業
の
研
修
・学
び
直
し等

に
お
い
て
専
修
学
校
が
提
供

す
る
講
座
を
積
極
的
に
活
用
す
る
こと
に
よ
り、
受
講
者
を

安
定
的
に
確
保

＜
企
業
・業
界
団
体
との
連
携
に
よ
って
解
決
さ
れ
る
こと
＞

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標

)
ア
ウ
ト
カ
ム

(成
果
目
標

)
イ
ン
パ
ク
ト

(国
民
・社
会
へ
の
影
響
）
、目
指
す
べ
き
姿

誰
も
が
一
人
一
人
の
キ
ャリ
ア
選
択
に
応
じて
必
要
とな

る
学
び
を
受
け
られ
る
機
会
の
充
実
を
図
る
。

開
発
し
た
モ
デ
ル
を
全
国
の
専
修
学
校
が
活
用
し
、各

学
校
に
お
い
て
リカ
レ
ン
ト教

育
講
座
を
開
講

•
各
職
業
分
野
ご
とに
職
業
専
門
人
材
が
学
び
直
し
に
よ
り最

新
知
識
・技
能
を
身
に
着
け
る
こと
が
可
能
とな
る
プ
ロ
グ
ラム
に
つ
い

て
モ
デ
ル
開
発

⇒
８
分
野

×
2か
所
＝

16
か
所

担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課
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（３）大学等における価値創造人材育成拠点の形成

（前 年 度 予 算 額 ７６，０２１千円） 

令和７年度要求額  ７６，０２１千円 

１．趣 旨 

Society5.0 の到来や新型コロナウイルス感染症の世界的拡大など、変化が激しく不確実

性の高まる時代においては、企業も個人も変化に柔軟に対応し、強靭性を高めることが必要

である。特に、個人においては、自由に個性を発揮しながら付加価値の高い仕事を行うこと

が必要とされており、このような付加価値を生み出すには、機械やＡＩでは代替できない、

創造性・感性・デザイン性・企画力など、社会人が新たな価値を創造する力を育成すること

が必要とされている。 

また、「経済財政運営と改革の基本方針 2020、2022」や「新しい資本主義のグランドデザ

イン及び実行計画・フォローアップ」等において、成長分野のニーズに対応した人材育成や

創造的な発想をビジネスにつなぐ教育プログラムを開発し、実践する大学等の拠点の構築

が求められている。 

これらを踏まえ、社会人の創造性を育成するため、令和６年度までに開発・改良したプロ

グラムの運用実施を進め、大学等において創造的な発想をビジネス等につなぐ教育プログ

ラムの開発や拠点の形成を行い、我が国の国際競争力の向上や生産性の向上に資する「組織」

と「人」の変革を進める。 

２．事業内容 

・価値創造人材育成のためのプログラム開発、拠点構築等

① 令和６年度までに２拠点で開発・実施したプログラムについて、創造的発想をビジ

ネスにつなぐ価値創造人材育成プログラムとして、企業や他大学等と連携しながら

展開・改良するとともに、修了生を含めたネットワークの強化及び活動活性化を図

り、自走に向けた最終調整を行う。 

② 来年度以降のプログラム自走に向けて、実施したプログラム内容の評価方法、持続

的なプログラム点検・改善のプロセス、評価に基づく適切な受講料設定を行い、持

続的運営体制を確立する。

③ プログラムの全国普及に向けたイベント開催やオンライン配信・企業向け研修プロ

グラム等への応用などを通じた横展開を図る。
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大
学
等
に
お
け
る
価
値
創
造
人
材
育
成
拠
点
の
形
成

令
和
７
年
度
要
求
・要
望
額

  7
6百

万
円

（
前
年
度
予
算
額

76
百
万
円
）


VU

CA
の
時
代
に
お
い
て
、変
化
に
対
応
し
、不
断
に
能
力
を
向
上
さ
せ
て
い
くこ
とが
重
要
。


教
育
未
来
創
造
会
議
等
の
政
府
会
議
や
経
団
連
を
は
じめ
とし
た
産
業
界
か
ら、
新
規
事
業
の
創
出
が
で

き
る
、ス
タ
ー
ト
ア
ップ
に
も
貢
献
で
き
る
人
材
が
強
く求
め
ら
れ
て
い
る
。


そ
の
中
で
、創

造
性
を
発
揮
して
付
加
価
値
を
生
み
出
す
価
値
創
造
人
材
の
育
成
が
重
要
で
、A

Iで
は
代

替
で
き
な
い
、創
造
性
・感
性
・デ
ザ
イ
ン
性
・企
画
力
な
どを
身
に
つ
け
さ
せ
る
こと
が
重
要
。


つ
い
て
は
、大

学
に
対
す
る
支
援
を
通
じ
て
、企

業
・社
会
に
対
し
て
価
値
創
造
が
で
き
る
人
材
の
継
続
的

な
供
給
を
行
うと
とも
に
、そ
の
ノウ
ハ
ウ
を
他
の
教
育
機
関
等
に
展
開
す
る
拠
点
を
構
築
す
る
。

価
値
創
造
人
材
育
成
事
業
の
体
系
図

次
期
リー
ダ
ー
層

専
門
ス
タ
ッフ

マ
ネ
ー
ジ
ャー
職

ス
タッ
フ職

な
ど全

員

30
代

20
代

•
既
存
の
価
値
観
や
枠
組
み
に
捕
らわ
れ
な
い
創
造
力
の
あ
る
人
材
育

成
の
強
化

•
付
加
価
値
を
高
め
た
商
品
開
発
や
新
しい
社
会
の
在
り方

の
創
出

•
生
産
性
の
向
上
、国

際
競
争
力
の
確
保

•
連
携
企
業
の
事
業
満
足
度

10
0％

•
価
値
創
造
プ
ログ
ラム
を
実
施
す
る
大
学
数
の
増
加

•
創
造
力
を
重
視
す
る
企
業
の
増
加

•
修
了
生
の
新
規
事
業
立
ち
上
げ
の
貢
献
な
ど

•
事
業
に
お
け
る
連
携
企
業
数

•
プ
ログ
ラム
の
社
会
人
受
講
者
・修
了
者
数

•
プ
ログ
ラム
と連

携
した
企
業
数

:計
50
以
上

ア
ウ
ト
プ
ット
（
活
動
目
標
）

ア
ウ
ト
カ
ム
（
成
果
目
標
）

イ
ン
パ
ク
ト
（
国
民
・社
会
へ
の
影
響
）

5年
間
（
令
和

3年
度
か
ら令

和
7年

度
ま
で
）

3,
80

0万
円
（
人
件
費
、旅

費
等
）

×
2拠

点
＝

7,
60

0万
円

支
援
大
学

東
京
工
業
大
学
・京
都
大
学

本
事
業
が
養
成
す
る
人
材

(例
：
個
人
の
内
面
や
価
値
観
に

基
づ
く創
造
的
な
問
題
解
決
や

ビジ
ネ
ス
を
構
築
す
る
力
を
育
成

)

「新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画

「フ
ォロ
ー
ア
ップ
」」
（
令
和

4年
6月

閣
議
決
定
）

•
デ
ジ
タル
・グ
リー
ン
等
成
長
分
野
や
ス
ター
トア
ップ
、新

規
事
業
創

出
等
新
た
な
価
値
を
創
造
す
る
人
材
の
育
成
に
関
す
る
プ
ログ
ラム
の

開
発
を
支
援
す
る
。

•
個
人
の
内
面
や
顧
客
ニ
ー
ズ
に
基
づ
く創
造
的
な
発
想
を
ビジ
ネ
ス
に

つ
な
ぐた
め
、2

02
1年

度
に
開
発
した
教
育
プ
ログ
ラム
を
、2

02
2

年
度
か
ら実

際
に
運
用
し、
プ
ログ
ラム
の
改
良
及
び
これ
を
実
践
す

る
大
学
等
の
拠
点
構
築
を
早
急
に
進
め
る
。

「教
育
未
来
創
造
会
議
提
言
」（

令
和

4年
5月

政
府
会
議
決
定
）

•
デ
ジ
タル
・グ
リー
ン
等
成
長
分
野
や
ス
ター
トア
ップ
、新

規
事
業
創

出
等
新
た
な
価
値
を
創
造
す
る
人
材
の
育
成
に
関
す
る
プ
ログ
ラム
の

開
発
を
支
援
す
る
。

政
府
文
書
等
に
お
け
る
提
言

令
和

7年
度
に
実
施
す
る
内
容


令
和
６
年
度
ま
で
に
２
拠
点
で
開
発
・実
施
し
た
プ
ロ
グ
ラム
に
つ
い
て
、創

造
的
発
想
を
ビジ
ネ
ス
に
つ
な

ぐ価
値
創
造
人
材
育
成
プ
ログ
ラム
とし
て
、企

業
や
他
大
学
等
と連

携
し
な
が
ら展

開
・改
良
す
る
とと
も

に
、修

了
生
を
含
め
た
ネ
ット
ワ
ー
クの
強
化
及
び
活
動
活
性
化
を
図
り、
自
走
に
向
け
た
最
終
調
整
を
行

う。

来
年
度
以
降
の
プ
ロ
グ
ラム
自
走
に
向
け
て
、実

施
し
た
プ
ロ
グ
ラム
内
容
の
評
価
方
法
、持

続
的
な
プ
ロ

グ
ラム
点
検
・改
善
の
プ
ロセ
ス
、評

価
に
基
づ
く適
切
な
受
講
料
設
定
を
行
い
、持

続
的
運
営
体
制
を
確

立
す
る
。


プ
ログ
ラム
の
全
国
普
及
に
向
け
た
イベ
ン
ト開

催
や
オ
ン
ライ
ン
配
信
・企
業
向
け
研
修
プ
ロ
グ
ラム
等
へ
の

応
用
な
どを
通
じた
横
展
開
を
図
る
。

事
業
を
実
施
す
る
背
景
・概
要

事
業
実
施
計
画

【令
和

3年
度
】
プ
ログ
ラム
の
開
発
（
東
京
工
業
大
学
、京

都
大
学
）

【令
和

4年
度
】
プ
ログ
ラム
の
実
施
、企

業
に
お
け
る
活
用
開
始

【令
和

5年
度
】
プ
ログ
ラム
の
実
施
・改
良
、企

業
と連

携
した
活
用
促
進
、自

走
化
の
準
備

【令
和

6年
度
】
企
業
や
他
大
学
等
との
連
携
を
通
じた
プ
ログ
ラム
展
開
、拠

点
構
築
準
備

【令
和

7年
度
】
拠
点
の
持
続
的
運
営
体
制
の
構
築
完
成
、令
和

7年
度
に
事
業
終
了

事
業
期
間

支
援
件
数

（
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課
）
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（４）女性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画支援事業

（前 年 度 予 算 額 １９，３４２千円） 

令和７年度要求額 ２４，０１９千円 

１．趣 旨 

男女共同参画は、日本政府の重要かつ確固たる方針であり、国際社会で共有されている規

範である。我が国では、少子高齢化、Society5.0 の実現を見据える中、女性活躍の推進は

社会・経済の持続可能な発展のために重要である。 

 令和２年 12月に閣議決定された「第５次男女共同参画基本計画」では、社会の多様性と

活力を高め我が国経済が力強く発展していく観点や、男女間の実質的な機会の平等を担保

する観点から、指導的地位への女性の参画の拡大が極めて重要とされ、「2030 年代には、

誰もが性別を意識することなく活躍でき、指導的地位にある人々の性別に偏りがないよう

な社会となることを目指す」ことや、「そのための通過点として、2020 年代の可能な限り

早期に指導的地位に占める女性の割合が 30％程度となるよう目指して取組を進める」こと

が新しい目標として掲げられている。 

また「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2024（女性版骨太の方針 2024）」においては、

これらの目標を達成するため、政府全体として強力に取組を進めることとしており、「自分

らしい生き方を実現していくキャリア発達を促すため、社会で活躍する女性による講演な

どの機会も含め、各学校段階を通じたキャリア教育を促進する。」ことや、「未就学児がジ

ェンダーバイアスにより自分の可能性を狭めてしまわないよう、幼児期の教育現場等にお

ける固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の解消に

資する方策について調査研究を行う。」こととされている。 

 これらを踏まえ、女性の多様なチャレンジを支援する教育プログラムの全国的な普及・充

実のため、これまで開発した教育プログラムや先進的な取組事例を全国の大学・女性教育団

体、企業等へ紹介するとともに、今後の女性のキャリア形成支援のあり方を議論する全国シ

ンポジウムを開催する。また、幼児期の教育現場等における固定的な性別役割分担意識や無

意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の解消に資する方策について令和６年度に実

施した調査研究の成果を踏まえ、未就学児の教育現場で活用できる教育プログラム開発と

保護者向けの啓発資料を作成する。さらに、大学の教員養成課程における男女共同参画学習

の充実のため、教職科目（大学が独自に設定する科目等）における関連科目の現状について

調査研究を行う。 

62



２．事業内容 

（１）検討委員会の設置 7,168 千円（7,070 千円） 

学識経験者、地方公共団体、男女共同参画センター、ＮＰＯ、関係団体、産業界等の 

有識者からなる会議において、女性の学びを通じた社会参画支援のあり方等に関する 

検討を行う。 

（２）多様なチャレンジに寄り添う学び・社会参画支援モデルの普及5,584 千円（3,666 千円） 

女性の多様なチャレンジを支援する教育プログラムの全国的な普及・充実のため、こ

れまで開発した教育プログラムや先進的な取組事例を全国の大学、女性教育団体、企業

等へ紹介するとともに、今後の女性のキャリア形成支援のあり方を議論する全国シン

ポジウムを開催する。 

（３） 固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込みの解消に資する調査研究

8,008 千円（3,666 千円） 

令和６年度の調査研究の成果を踏まえ、未就学児がジェンダーバイアスにより自分

の可能性を狭めてしまわないよう、幼児期の教育現場等における固定的な性別役割分

担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の解消に資する教育プログラ

ムの開発と保護者向けの啓発資料の作成を行う。

（４）教員養成課程における男女共同参画学習の推進 3,259 千円（新規） 

大学の教員養成課程における男女共同参画学習の充実のため、教職科目（大学が独自

に設定する科目等）における関連科目の現状について調査研究を行う。 
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令
和

2年
度
よ
り女

性
の
多
様
な
チ
ャレ
ン
ジ
に
必
要
とな
る
学
び
を
総
合
的
に
支
援
す
る
仕
組
み
づ
くり
に
関
す
る
モ
デ
ル
を
構
築
。当

該
モ
デ
ル
を
活
用
し、
全
国
の
大
学
、女

性
教
育
団
体
、企

業
等
が
各
地
域
で
女
性
支
援
プ
ログ
ラム
を
展
開
・充
実
して
い
くこ
とが
必
要
。ま
た
、子

供
達
が
男
女
共
同
参
画
へ
の
意
識
を
持
ち
、か
つ
、 固

定
的
な
性
別
役
割
分
担
意
識
や
無
意
識
の
思

い
込
み
（
ア
ン
コン
シ
ャス
・バ
イア
ス
）
に
捉
わ
れ
な
い
進
路
選
択
等
を
行
うた
め
に
は
、幼

児
期
か
らの
教
育
現
場
等
に
お
け
る
取
組
が
重
要
。併

せ
て
、子

供
達
の
最
も
身
近
な
存
在
で
あ
る
教

員
の
理
解
も
必
須
。

女
性
の
多
様
な
チ
ャレ
ン
ジ
に
寄
り添

う学
び
と社

会
参
画
支
援
事
業


少
子
高
齢
化
、S

oc
ie

ty
5.

0の
実
現
を
見
据
え
る
中
、あ
ら
ゆ
る
分
野
で
の
女
性
の
参
画
拡
大
は
社
会
・経
済
の
持
続
可
能
な
発
展
の
た
め
に
重
要
。


第

5次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
（
令
和
２
年

12
月
）
で
は
、社
会
の
多
様
性
と活

力
を
高
め
我
が
国
経
済
が
力
強
く発
展
し
て
い
く観
点
や
、男
女
間
の
実
質
的
な
機
会
の
平
等
を
担

保
す
る
観
点
か
ら
、指
導
的
地
位
へ
の
女
性
の
参
画
の
拡
大
が
極
め
て
重
要
とさ
れ
た
。

「2
03

0年
代
に
は
、誰

も
が
性
別
を
意
識
す
る
こと
な
く活
躍
で
き
、指

導
的
地
位
に
あ
る
人
々
の
性
別
に
偏
りが
な
い
よ
うな
社
会
とな
る
こと
を
目
指
す
。」
こと
が
目
標
とし
て
掲
げ
られ
て
い
る
。


女
性
活
躍
・男
女
共
同
参
画
の
重
点
方
針

20
24
（
女
性
版
骨
太

20
24
）
（
令
和
６
年
６
月
）
で
は
、「
未
就
学
児
が
ジ
ェン
ダ
ー
バ
イ
ア
ス
に
よ
り自

分
の
可
能
性
を
狭
め
て
し
ま
わ
な
い

よ
う、
幼
児
期
の
教
育
現
場
等
に
お
け
る
固
定
的
な
性
別
役
割
分
担
意
識
や
無
意
識
の
思
い
込
み
（
ア
ン
コン
シ
ャス
・バ
イ
ア
ス
）
の
解
消
に
資
す
る
方
策
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
行
う。
」と

され
て
い
る
。


本
事
業
で
は
、女

性
教
育
関
係
団
体
と大

学
、企

業
等
が
連
携
し、
キ
ャリ
ア
ア
ップ
・キ
ャリ
ア
チ
ェン
ジ
を
希
望
す
る
女

性
や
、組

織
の
指
導
的
立
場
とし
て
よ
り高

度
な
社
会
参
画
を
目
指
す
女
性
を
支
援
す
る
た
め
、男

女
共
同
参
画
の

意
識
醸
成
と女

性
ネ
ット
ワ
ー
クの
構
築
を
行
い
な
が
ら自

身
の
ビジ
ネ
ス
ス
キ
ル
を
向
上
させ
る
教
育
プ
ロ
グ
ラム
を
開

発
し、
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
ー
メン
トを
図
って
き
た
。


女
性
の
多
様
な
チ
ャレ
ン
ジ
を
支
援
す
る
教
育
プ
ロ
グ
ラム
の
全
国
的
な
普
及
・充
実
の
た
め
、 こ
れ
ま
で
開
発
し
た
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
先
進
的
な
取
組
事
例
を
全
国
の
大
学
・女
性
教
育
団
体
、企

業
等
へ
紹
介
す
る
とと
も
に
、今

後
の
女
性
の
キ
ャリ
ア
形
成
支
援
の
あ
り方

を
議
論
す
る
全
国
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催
す
る
。

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

24
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

  1
9百

万
円
）

【事
業
開
始
年
度
：
令
和
２
年
度
】

社
会
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
ウ
ィミ
ン
ズ
カ
レ
ッジ
）

企
業

女
性
教
育
団
体

大
学

企
業

プ
ロ
グ
ラ
ム
企
画
委
員
会

企 画

大
学


最
先
端
リベ
ラ
ル
ア
ー
ツ
プ
ロ
グ
ラ
ム


産
育
休
復
帰
支
援


受
講
生
間
交
流


学
び
に
関
す
る
相
談

等

背 景 等 取
組
❶

多
様
な
チ
ャレ
ン
ジ
に
寄
り添

う学
び
・社
会
参
画
支
援
モ
デ
ル
の
普
及

取
組
➌

 
教
員
養
成
課
程
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
学
習
の
推
進


大
学
の
教
員
養
成
課
程
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
学
習
の
充
実
の
た
め
、教

職
科
目
（
大
学
が
独
自
に
設
定
す
る
科
目
等
）
に
お
け
る
関
連
科
目
の
現
状
に
つ
い
て
調
査
研
究
を

行
う。

取
組
❷

 
固
定
的
な
性
別
役
割
分
担
意
識
や
無
意
識
の
思
い
込
み
の
解
消
に
資
す
る
調
査
研
究


未
就
学
児
が
ジ
ェン
ダ
ー
バ
イ
ア
ス
に
よ
り自

分
の
可
能
性
を
狭
め
て
し
ま
わ
な
い
よ
う、
幼
児
期
の
教
育
現
場
等
に
お
け
る
固
定
的
な
性
別
役
割
分
担
意
識
や
無
意
識
の
思
い
込
み

（
ア
ン
コン
シ
ャス
・バ
イア
ス
）
の
解
消
に
資
す
る
方
策
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
行
う。
（
昨
年
度
の
成
果
を
踏
ま
え
未
就
学
児
の
教
育
現
場
で
活
用
で
き
る
教
育
プ
ロ
グ
ラム
開
発
と

保
護
者
向
け
の
啓
発
資
料
を
作
成
す
る
。）

新
規

拡
充

（
担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
男
女
共
同
参
画
共
生
社
会
学
習
・安
全
課
）
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（５）放送大学学園補助金

（前 年 度 予 算 額 ７，３００，６９６千円） 

令和７年度要求額   ７，５７０，０００千円 

※ その他、施設整備費補助金 200,000 千円

１．趣 旨 

放送大学は、放送大学学園法（平成１４年法律第１５６号）に基づき、大学教育の機会

に対する広範な国民の要請にこたえるとともに、大学教育のための放送の普及発達を図る

ことを目的としている。 

昭和５８年４月に放送大学が設置され、昭和６０年４月に学生受入れを開始して以降、

これまでに１７０万人以上の学生が放送大学で学んでいる。 

平成１０年１月からは、ＣＳ放送を活用した全国放送が開始され、同年４月には学習者

の身近な場所において面接授業等を行う学習センターが全国の各都道府県に設置された。 

また、平成１４年４月からは、高度専門職業人の養成等を目指した大学院修士課程の学

生の受入れを開始し、平成２６年１０月からは、知識基盤社会を多様に支えることのでき

る高度教養知識人を養成する、大学院博士後期課程の学生の受入れを開始している。 

現在、放送大学では、職業、年齢、地域を問わず、学部、大学院合わせて約９万人の学

生が学んでおり、学位取得や資格取得など学生の多様な学習ニーズに対応している。平成

２７年４月からはオンライン授業を開始するとともに、平成３０年１０月からのＢＳ放送

におけるマルチチャンネル化により、｢人生１００年時代」を見据え、社会人等を対象と

したリカレント教育の拠点として学び直しの機会を全国に提供している。 

本事業は、このような放送大学学園が行う放送大学の設置・運営、放送、その他附帯す

る業務に要する経費に対して補助を行い、もって生涯学習の推進に資するものである。 
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令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

7,
77

0 百
万
円

【放
送
大
学
学
園
補
助
金
】

支
出

13
,3

59
百
万
円

(1
3,

03
4百

万
円
）

収
入

自
己
収
入
等

5,
78

9百
万
円

(
5,

73
3百

万
円
）

国
庫
補
助
金

7,
57

0百
万
円

(
7,

30
1百

万
円
）

【放
送
大
学
学
園
施
設
整
備
費
補
助
金
】

20
0百

万
円

( 
ー
百
万
円
）

（
前
年
度
予
算
額

7,
30

1百
万
円
）

令
和

7年
度
要
求
・要
望
額

7,
77

0百
万
円

放
送
大
学
の
充
実
・整
備
（
放
送
大
学
学
園
補
助
）

「大
学
教
育
」「
リカ
レ
ン
ト
教
育
」拠
点
とし
て
、一
層
高
度
・効
率
的
な
学
び
の
機
会
を
全
国
へ
提
供
で
き
る
環
境
を
構
築

○
様
々
な
地
域
に
住
む
、
幅
広
い
年
代
・
職
業
の
方
が
、
自
分
に
合
っ
た
ス
タ
イ
ル
で
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
高
等
教
育
機
関
。

BS
放
送
（
テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
）
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で

40
0科

目
以
上
の
授
業
科
目
を
開
設
。

○
遠
隔
教
育
の
先
駆
者
と
し
て
、
他
大
学
に
も
学
習
コ
ン
テ
ン
ツ
を
提
供
。

○
対
面
で
の
よ
り
深
い
学
び
、
学
生
同
士
の
交
流
の
場
と
し
て
、
全
て
の
都
道
府
県
（
全
国

57
箇
所
）
に
学
習
拠
点
を
設
置
。

各
地
域
で
特
徴
の
あ
る
面
接
授
業
（
ス
ク
ー
リ
ン
グ
）
を
開
講
。

○
社
会
人
を
中
心
に
約

9万
人
の
学
生
が
在
籍
し
、
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
推
進
に
寄
与
。

１
．
放
送
大
学
学
園
次
世
代
教
育
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー
〔6

0百
万
円
〕 

○
令
和

6年
に
創
設
した
「次
世
代
教
育
研
究
開
発
セ
ン
ター
」に
お
い
て
、次

世
代
を
見
据
え
た
メデ
ィア
教
育
に
貢
献
す
る
べ
く、

D
X化

も
ふ
ま
え
た
我
が
国
の
新
しい
遠
隔
高
等
教

育
の
あ
り方

を
研
究
開
発
す
る
。

○
令
和

6年
度
に
お
い
て
は
、1

4件
程
度
の
研
究
課
題
を
採
択
し、
研
究
を
順
次
開
始
して
い
る
が
、セ
ン
ター
の
一
刻
も
早
い
自
走
を
確
立
す
る
た
め
に
、令

和
7年
度
に
お
い
て
は
、

前
年
度
に
引
き
続
き
、技

術
研
究
開
発
機
能
に
係
る
研
究
開
発
環
境
整
備
及
び
人
的
基
盤
整
備
を
推
進
す
る
。

主
な
要
求
事
項

0

〔2
00
百
万
円
〕

◆
経
済
財
政
運
営
と改

革
の
基
本
方
針

20
24

（
令
和

6年
6月

21
日
：
閣
議
決
定
）
【抜
粋
】

第
１
章

成
長
型
の
新
た
な
経
済
ス
テ
ー
ジ
へ
の
移
行

２
．
豊
か
さと
幸
せ
を
実
感
で
き
る
持
続
可
能
な
経
済
社
会
に
向
け
て

②
性
別
や
年
齢
に
か
か
わ
らず
意
欲
の
あ
る
人
が
生
涯
活
躍
で
き
る
社
会
を
実
現
す
る
た
め
、全

世
代
型
リ・
ス
キ
リン
グ
や
若
年
期
か
らの
健
康
管
理
を

促
す
全
世
代
型
健
康
診
断
等
の
プ
ロア
クテ
ィブ
ケ
ア
、働

き
方
に
中
立
的
な
社
会
保
障
制
度
の
構
築
を
進
め
る
。

第
２
章

社
会
課
題
へ
の
対
応
を
通
じた
持
続
的
な
経
済
成
長
の
実
現

３
．
投
資
の
拡
大
及
び
革
新
技
術
の
社
会
実
装
に
よ
る
社
会
課
題
へ
の
対
応

こど
も
た
ち
の
学
び
の
更
な
る
充
実
と教

職
員
の
負
担
軽
減
に
向
け
、国

策
とし
て
推
進
す
る
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
クー
ル
構
想
を
中
心
に
、 ク
ラウ
ド環

境
や
生

成
Ａ
Ｉ
の
活
用
等
に
よ
る
教
育
Ｄ
Ｘ
を
加
速
す
る
。

◆
統
合
イ
ノベ
ー
シ
ョン
戦
略

20
24

 （
令
和

6年
6月

4日
：
閣
議
決
定
）
【抜
粋
】

（
リカ
レ
ン
ト教

育
の
充
実
）

学
び
直
す
こと
や
学
び
続
け
る
こと
に
よ
って
社
会
・経
済
構
造
の
変
化
に
対
応
す
る
とと
も
に
、希

望
す
る
者
が
多
様
で
質
の
高
い
リカ
レ
ン
ト教

育
を
受
け
ら

れ
る
環
境
を
実
現
す
る
。そ
の
た
め
、個

人
の
学
び
直
しが
適
切
に
評
価
され
る
よ
う、
学
修
歴
や
必
要
とさ
れ
る
能
力
・学
び
の
可
視
化
、企

業
に
お
け
る
学

び
直
しの
評
価
・処
遇
へ
の
反
映
を
推
進
す
る
とと
も
に
、産

学
協
働
体
制
に
よ
る
リカ
レ
ン
ト教

育
モ
デ
ル
の
構
築
等
の
取
組
を
引
き
続
き
進
め
て
い
く。

担
当
：
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課
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（６）社会人の学びの情報アクセス改善に向けたポータルサイト
「マナパス」の改良・充実

（前 年 度 予 算 額 ３０，１７６千円） 

令和７年度要求額 １１２，５７５千円 

１．趣 旨 

本事業は、社会人の学び直しにおける「情報不足」といった課題に対応するため、ポータ

ルサイト「マナパス」の運用を通じて、大学等が提供するリカレント教育プログラムの内容

や学び直しにあたって活用できる支援制度、実際に学び直した社会人のロールモデル等、社

会人の学びに役立つ情報発信を行い、リカレント教育の重要性や有用性を普及啓発してい

るものである。 

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024 改訂版」などでも、大学での学

び直しの活用やそこで習得したスキル・学習歴の可視化の重要性については示されている。

また、経団連からも、良質なリカレント教育プログラムに対する継続的支援や「マナパス」

において企業側のニーズと大学側のシーズをマッチングするコーディネート機能の強化を

提言されるなど、大学等のリカレント教育に関する情報発信において産業界の「マナパス」

への期待は大きい。 

全国の大学等におけるリカレント教育プログラムに関する情報を集約した本ポータルサ

イトの機能改善やコンテンツ拡充を継続的に実施することで、個人の学び直しや自律的キ

ャリア形成、企業の人材育成を促進し、時代の変化に対応できる人材の輩出や労働生産性の

向上に貢献する。 

２．事業内容 

令和６年度に UI(ユーザーインターフェース)の改修を行い、令和７年度においては、外

部との連携や広報活動等により、より多くの人から信頼されるリカレント教育サイトとな

ることを目指す。外部連携としては、講座を提供する大学等の事務負担を軽減するとともに、

サイトの情報を常に最新の状態にするため、大学等 HP と「マナパス」の自動連携を行う。

広報活動としては、より多くの講座受講につなげるため、講座紹介や修了生インタビュー動

画コンテンツの作成、またサイトの認知度向上に向けた web プロモーション等を実施する。

加えてアクセス数増加や機能拡充に対応できるようサーバー強化やセキュリティ強化等に

取り組む。
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
大
学
等
が
提
供
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
学
修
成
果
に
関
す
る
情
報
が
不
足
して
い
る
こと
が
学
び
直
しに
お
け
る

大
き
な
課
題
とな
って
い
る
。


産
業
界
か
らも
、大

学
等
に
お
け
る
リカ
レ
ン
ト教

育
プ
ログ
ラム
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
や
企
業
側
の
ニ
ー

ズ
との
マ
ッチ
ン
グ
が
求
め
られ
て
い
る
。

社
会
人
の
学
び
の
情
報
ア
ク
セ
ス
改
善
に
向
け
た

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
「マ
ナ
パ
ス
」の
改
良
・充
実

令
和
７
年
度
要
求
・要
望
額

 1
13
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

 3
0百

万
円

)

事
業
を
実
施
す
る
背
景

サ
イ
ト
イ
メ
ー
ジ

事
業
を
通
じ
て
得
ら
れ
る
成
果
（
イ
ン
パ
ク
ト
）


学
び
に
関
す
る
情
報
取
得
を
円
滑
化
す
る
こと
で
、個

人
の
学
び
直
し及

び
企
業

の
人
材
育
成
を
促
進
し、
時
代
の
変
化
に
対
応
で
き
る
人
材
の
輩
出
や
労
働
生

産
性
の
向
上
に
寄
与
。


学
習
に
よ
って
得
られ
る
成
果
や
学
習
歴
を
可
視
化
す
る
とと
も
に
、オ
ン
ライ
ン
コ

ミュ
ニ
テ
ィを
通
じて
学
ぶ
仲
間
と切

磋
琢
磨
す
る
こと
で
、自

律
的
キ
ャリ
ア
形
成

の
意
識
向
上
や
、労

働
移
動
の
円
滑
化
に
も
寄
与
。

（
総
合
教
育
政
策
局
生
涯
学
習
推
進
課
）

「新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
イ
ン
及
び
実
行
計
画

20
23
改
訂
版
」（

令
和
５
年

6月
16
日
閣
議
決
定
）

Ⅲ
人
へ
の
投
資
・構
造
的
賃
上
げ
と「
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
の
指
針
」

（
４
）
リ・
ス
キ
リン
グ
に
よ
る
能
力
向
上
支
援

•
業
種
・企
業
を
問
わ
ず
個
人
が
習
得
した
ス
キ
ル
の
履
歴
の
可
視
化
を
可
能
とす
る
一
助
とし
て
、デ
ジ
タル
上
で
の
資
格

情
報
の
認
証
・表
示
の
仕
組
み
（
オ
ー
プ
ン
バ
ッジ
）
の
活
用
の
推
奨
を
図
る
。

「新
し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
イ
ン
及
び
実
行
計
画

20
24
改
訂
版
」（

令
和

6年
6月

21
日
閣
議
決
定
）

Ⅲ
．
三
位
一
体
の
労
働
市
場
改
革
の
早
期
実
行

（
２
）
労
働
移
動
の
円
滑
化

個
人
の
デ
ジ
タル
ス
キ
ル
情
報
の
蓄
積
・可
視
化
を
通
じて
デ
ジ
タル
技
術
に
つ
い
て
の
継
続
的
な
学
び
を
実
現
す
る
とと
も
に
、

ス
キ
ル
情
報
を
広
く労
働
市
場
で
活
用
す
る
た
め
の
仕
組
み
を
検
討
す
る
。

社
会
人
の
大
学
等
に
お
け
る
学
び
を
応
援
す
る
サ
イト
「マ
ナ
パ
ス
」の
機
能
拡
充
・利
用
者
増
加
を
図
る
。

※
令
和
２
年
度
か
ら機

能
改
善
を
図
りな
が
ら継

続
的
に
運
用


サ
イ
ト
連
携
の
強
化
：
講
座
情
報
を
掲
載
す
る
大
学
等
の
外
部
サ
イト
と連

携
す
る
こと
で
掲
載
・更
新
作
業

の
自
動
化
を
図
り、
検
索
機
能
の
質
向
上
を
目
指
す
。


動
画
コン
テ
ン
ツ
の
拡
充
：
講
座
導
入
部
分
や
受
講
成
果
等
を
動
画
コン
テ
ン
ツ
とし
て
定
期
的
に
発
信
。


レ
コメ
ン
ド
機
能
の
開
発
：

AI
チ
ャッ
トボ
ット
を
組
み
込
み
、入

力
情
報
を
分
析
して
個
人
の
関
心
に
応
じた

適
切
な
お
す
す
め
講
座
を
プ
ッシ
ュ型

で
通
知
。


社
会
人
の
学
び
に
役
立
つ
情
報
発
信
：
教
育
訓
練
給
付
等
の
経
済
的
支
援
に
関
す
る
情
報
や
最
新
の
開

発
プ
ログ
ラム
等
に
関
す
る
特
集
記
事
や
、学

び
の
ロー
ル
モ
デ
ル
を
見
つ
け
る
た
め
の
修
了
生
イ
ン
タ
ビ
ュー
等

を
定
期
的
に
発
信
。企
業
向
け
の
コン
テ
ン
ツ
を
含
め
、一
層
の
充
実
・更
新
を
予
定
。


広
報
・周
知
：

w
eb
広
告
等
を
活
用
して
「マ
ナ
パ
ス
」や
大
学
等
を
活
用
し
た
リカ
レ
ン
ト
教
育
の
必
要
性
・

有
用
性
を
普
及
啓
発
。

【実
施
主
体
：
民
間
企
業
等

 1
箇
所

×
1.

1億
円
】

実
施
内
容

※
令
和
６
年
度
中
に
、U

I（
ユ
ー
ザ
ー
イン
ター
フェ
ー
ス
）
改
善
を
目
的
とし

た
サ
イト
リニ
ュー
ア
ル
を
予
定
。

＜
講
座
検
索
（
ト
ップ
ペ
ー
ジ
＞

＜
会
員
向
け
マ
イ
ペ
ー
ジ
＞
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